
Ⅰ【報告】 

神戸市民のくらしをまもる条例及び施行規則の一部改正（案）の意見募集手続について 

１．趣旨 
 神戸市民のくらしをまもる条例は、半世紀以上前の大量生産・販売・消費の時代を背景と
して、消費者被害やオイルショックによる物価高騰を契機に昭和49年に制定され、今年で50
年を迎えた。これまで適宜改正してきたものの、消費者の価値観や商品・サービスの多様化、
消費者保護に関する法制度の進展、事業活動の広域化といった社会情勢の変化に、十分に対
応できていない側面がある。そのため、時代に即した分かりやすい規定になるよう、条例及
び施行規則を見直す。 

２．施行予定 
・2025年第１回定例市会（２月）において条例案を審議
・2025年４月施行予定

３．意見募集の方法等 
(1) 意見募集期間

2024年11月５日（火）から2024年12月４日（水）まで
(2) 資料の閲覧
意見募集期間中、次の場所で閲覧に供す。
・地域協働局消費生活センター
・市長室市民情報サービス課
・各区役所地域協働課、須磨区役所北須磨支所、西区役所玉津支所
※上記のほか、神戸市ホームページにおいて閲覧に供す。

(3) 意見の提出先及び提出方法
・提 出 先：地域協働局消費生活センター（〒650-0016 神戸市中央区橘通3-4-1）
・提出方法：郵送

FAX（078-351-5556） 
直接持参 
電子メール（shouhi@office.city.kobe.lg.jp）  
神戸市ホームページ(意見募集)上の意見送信フォーム 

４．意見募集後の予定 
いただいたご意見に対し、神戸市ホームページで一括して神戸市の考え方を公表する。 
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神戸市民のくらしをまもる条例の一部改正（案）について 

１ 条例の概要  

（１）制定の背景

神戸市民のくらしをまもる条例は、半世紀以上前の大量生産・販売・

消費の時代を背景として、消費者被害やオイルショックによる物価高

騰を契機に昭和49年に制定され、今年で50年を迎えました。 

（２）条例の内容

消費者主権の理念にのっとり、その権利擁護の施策として、消費者

基本計画の策定、危害の防止や広告・表示・包装の適正化といった事

業者への行為規制、生活安定のための物価対策などについて規定して

います。 

（３）課題

制定から50年の間に適宜改正してきたものの、消費者の価値観や商

品・サービスの多様化、消費者保護に関する法制度の進展、事業活動

の広域化といった社会情勢の変化に、現在の条例が十分に対応できて

いない側面があります。 

（４）改正の趣旨

上記を踏まえ、時代に即した分かりやすい規定になるよう見直しま

す。 

なお、「神戸市民のくらしをまもる条例施行規則の一部改正（案）」

についても、本件と同時に意見募集をしています。 

２ 改正の概要  

（１）条例の名称の変更

現
状

神戸市民のくらしをまもる条例 

課
題
等

「くらしをまもる」という表現は防災・防犯分野も連想さ

せ、消費生活に関する内容であることが分かりにくいものと

なっています。 

見
直
し

「神戸市消費生活条例」に改めます。 

閲覧資料（案） 
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（２）市の責務の追加（第３条）と消費者基本計画規定の削除（第９条） 

現
状 

 

国の消費者基本計画とは別に、神戸市消費者基本計画（５か

年）の策定を規定しています。 

課
題
等 

 

・目まぐるしく変化する消費者問題に対し、迅速かつ柔軟な対

応が求められています。 

・国は、消費者基本計画に基づき、具体的な施策を定めた工程

表を毎年策定しています。神戸市でも、その工程表を踏まえ

た施策を実施することで代替とすることができます。 

見
直
し 

 

・市民や附属機関からの意見を取り入れながら施策の推進に

取り組むこととし、計画策定についての規定を削除します。 

・迅速かつ柔軟な施策の実施を市の責務として追加します。 

 

（３）商品・役務の表示義務の見直し（第17条） 

現
状 

 

商品・役務について規則で定める事項の表示を事業者に義

務付けています。 

例）【商品】オーブン 【表示】使用上の注意 

課
題
等 

 

制定当時は、事業者や消費者に対し使用方法や保存方法な

どについて注意喚起する効果がありましたが、以下の理由に

より、現在では意義が薄れています。 

・他法令等により表示義務がある 

・他の主務官庁等により監督されている 

・消費者の知識の向上等により表示がなくとも支障がない 

見
直
し 

 
規則による商品・役務毎の個別規定は削除し、以下の必要な

事項を表示することとします。 

【商品】成分、性能、用途その他の必要な事項 

【役務】取引条件、内容、解約条件その他の必要な事項 

 

（４）価格表示及び単位価格表示義務の見直し（第18条） 

現
状 

 

・販売単位や価格の表示を努力義務として規定しています。 

・売場面積300㎡以上の小売事業者と消費生活協同組合に、規

則で定める商品の単位価格表示を義務付けています。 

・規則で定める事業者（理美容、クリーニング）に対し、価格

表示を義務付けています。 
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課
題
等 

 

・単位価格表示を義務付ける商品が自治体によって異なるた

め、広域事業者は、店舗所在地毎に条例を確認する必要があ

ります。 

・制定当時は価格が商品選択における主要な価値基準でした

が、現代では価格だけでなく品質や機能など価値基準が多

様化しています。 

・食品については食品表示基準において内容量表示が義務付

けられているため、例え単位価格表示がなくても消費者が

単位価格を確認することができます。 

見
直
し 

 

・一部の事業者に価格表示及び単位価格表示を義務付ける規

定を削除します。 

・全ての事業者・商品を対象とした価格表示及び単位価格表示

の努力義務のみとします。 

 

（５）保証表示（第20条）及び金銭消費貸借契約書等の交付（第21条）規定

の削除  

現
状 

 

・規則で定める商品について、品質等を保証する旨を表示する

ときに、表示しなければならない事項を規則で定めていま

す。 

 例）【商品】ミシン・PC等 【表示】無料保証期間や申出先

等 

・規則で定める金融業者に対し、金銭消費貸借契約書や弁済時

の受取書等を消費者に交付することを義務付けています。 

課
題
等 

 

・各事業者が行う保証表示は条例を根拠としたものではなく、

コンプライアンスや顧客サービスの一環として行われてい

ます。 

・公正競争規約により保証表示事項を定めている業界もあり

ます。 

・金銭消費貸借契約書等は、監督省庁が定める指針等により交

付が義務付けられており、条例の規定と重複しています。 

見
直
し 

 

保証表示及び金銭消費貸借契約書等の交付に関する規定を

削除します。 
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（６）過大包装関係規定の見直し（第26条～第30条） 

現
状 

 

・過大包装を禁止し、規則でその基準を定めることとしていま

す。 

・包装の安全性の確保を義務付けています。 

・二次使用や詰め合わせ等を目的とした包装については内容

や価格の表示、内容品のみの販売を義務付けています。 

・これらの規定に違反した事業者に対して指導・勧告・公表で

きることとなっています。 

課
題
等 

 

・商品の多様化や包装技術の進歩により、基準から外れても消

費者にとって不利益とは言えないケースがあります。 

・過去10年間で違反として指導・勧告・公表した事例はありま

せん。 

見
直
し 

 

・過大包装の基準、包装の安全性の確保、内容・価格の表示、

内容品のみの販売を義務付ける規定、指導・勧告・公表の規

定を削除します。 

・内容を誇張した包装や過大包装を禁止する規定をまとめま

す。 

 

（７）物価関係規定の見直し（第39条～第50条） 

現
状 

 

生活必需物資の価格調査、流通機構の整備、価格高騰時の生

活必需物資の確保についての事業者の協力義務や、不当な事

業活動（流通妨害等）を行った事業者に対する立入検査・勧告・

公表について規定しています。 

課
題
等 

 

・物価政策は神戸市単独で実施しても効果が薄く、一方で自由

な経済活動を阻害するおそれがあります。 

・神戸市独自の価格調査は国の物価統計調査と重複するため、

既に廃止しています。 

・流通機構の整備に関する規定は、50年前の大規模流通センタ

ーの建設や小売市場の整備等を念頭に置いた規定で、現在

では役割を終えています。 

・価格高騰時の生活必需物資の確保についての事業者の協力

義務は、自由な経済活動を阻害するおそれがあります。 

・生活関連物資等の価格及び需給の安定を目的とした物価三

法※や、公正な取引を目的とした独占禁止法が制定されて

います。 
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見
直
し 

 

・平常時の価格調査、流通機構の整備、不当な事業活動を排除

するための立入検査・勧告・公表等の規定を削除します。 

・災害等緊急時における生活必需物資の確保について規定し

直します。 

 ※物価統制令、生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関

する法律、国民生活安定緊急措置法 

 

（８）市民意見の反映関係規定の見直し（第52条～第54条） 

現
状 

 

・市長、事業者及び消費者相互の情報交換や対話の機会を提供

することや、消費生活に関する市民の自主的な会議を市が

支援することを努力義務として規定しています。 

・附属機関「消費生活会議」「消費者苦情処理審議会」をそれ

ぞれ独立した機関として規定しています。 

課
題
等 

 

・想定していた自主的な会議は一定の役割を終えたとして既

に解散しており、新たに支援を求める会議もありません。 

・２つの附属機関がそれぞれ独立していることで、その位置づ

けが分かりにくくなっています。 

見
直
し 

 

・広く消費者の意見、要望等を把握し、施策に反映させること

を目的に、規定し直します。 

・「消費生活会議」の名称を「消費生活審議会」へ改め、「苦

情処理審議会」を消費生活審議会の部会に位置付け、一体的

に運営することとします。 
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神戸市民のくらしをまもる条例施行規則の一部改正（案）について 

 

１ 趣旨  

（１）神戸市民のくらしをまもる条例施行規則の概要  

神戸市民のくらしをまもる条例施行規則は、半世紀以上前の大量生産・販

売・消費の時代を背景として、消費者被害やオイルショックによる物価高騰を

契機に昭和49年に制定された「神戸市民のくらしをまもる条例」の施行に関

し、必要な事項を定めるものです。  

（２）課題  

制定から50年の間に適宜改正してきたものの、消費者の価値観や商品・

サービスの多様化、消費者保護に関する法制度の進展、事業活動の広域化

といった社会情勢の変化に、現在の規定が十分に対応できていない側面が

あります。  

（３）改正の趣旨  

上記を踏まえ、時代に即した分かりやすい規定になるよう見直します。 

なお、「神戸市民のくらしをまもる条例の一部改正（案）」についても、神戸

市民（市内に在住・在勤・在学、事務所・事業所を有する方）を対象に本件と

同時に意見募集をしています。 

 

２ 改正の概要  

（１）クリーニングの取扱上の注意表示義務の削除  

現
状 

 
クリーニング事業者に対して、石油系溶剤でドライクリーニングし

た洗濯物について、残留溶剤による皮膚障害を未然に防ぐため、取

扱上の注意を表示するよう義務付けています。 

課
題
等 

 

クリーニング事業者の溶剤残留防止の取り組みや、乾燥技術の

向上により、現在では義務付けの必要性は低いと考えられます。 

見
直
し 

 

以下の規定を削除します。 

・第３条（事業者の商品または役務に係る必要な措置） 

・別表第１ 

 

 

 

 

閲覧資料（案） 
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（２）商品・役務の表示義務の削除  

現
状 

 

商品・役務について規則で定める事項の表示を事業者に義務付

けています。 

例）【商品】オーブン 【表示】使用上の注意 

課
題
等 

 

制定当時は、事業者や消費者に対し使用方法や保存方法な

どについて注意喚起する効果がありましたが、以下の理由に

より、現在では意義が薄れています。 

・他法令等により表示義務がある 

・他の主務官庁等により監督されている 

・消費者の知識の向上等により表示がなくとも支障がない 

見
直
し 

 

以下の規定を削除します。 

・第６条（商品の表示事項） 

・第７条（役務の表示事項） 

・第８条（商品および役務の表示の方法等） 

・別表第２～第４ 

 

（３）単位価格表示義務の緩和  

現
状 

 

売場面積300㎡以上の小売事業者と消費生活協同組合に、規

則で定める商品の単位価格表示を義務付けています 

課
題
等 

 

・単位価格表示を義務付ける商品が自治体によって異なるた

め、広域事業者は、店舗の所在地毎に条例を確認する必要が

あります。 

・制定当時は価格が商品選択における主要な価値基準でした

が、現代では価格だけでなく品質や機能など価値基準が多

様化しています。 

・食品については食品表示基準において内容量表示が義務付

けられているため、例え単位価格表示がなくても消費者が

単位価格を確認することができます。 

見
直
し 

 

以下の規定を削除します。 

・第９条（単位価格表示） 

・別表第５ 
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（４）役務料金の表示義務の削除  

 

現
状 

 

理容所・美容所の開設者及びクリーニング営業者に対し、規則

で定める役務の料金を表示することを義務付けています。 

課
題
等 

 

厚生労働省が定める生活衛生関係営業の運営の適正化及び振

興に関する法律に基づく振興指針において、「店外など消費者の見

やすい場所にメニューとサービスごとの料金を明示すべき」と規定さ

れており、本規定と重複しています。 

見
直
し 

 

以下の規定を削除します。 

・第10条（役務料金の表示） 

・別表第６ 

 

（５）保証表示及び金銭消費貸借契約書等の交付に関する規定の削除  

現
状 

 

・規則で定める商品について、品質等を保証する旨を表示する

ときに、事業者が表示しなければならない事項を規則で定

めています。 

 例）【商品】ミシン・PC等 【表示】無料保証期間や申出先

等 

・規則で定める金融業者に対し、金銭消費貸借契約書や弁済時

の受取書等を消費者に交付することを義務付けています。 

課
題
等 

 

・各事業者が行う保証表示は条例を根拠としたものではなく、

コンプライアンスや顧客サービスの一環として行われてい

ます。 

・公正競争規約により保証表示事項を定める業界もあります。 

・金銭消費貸借契約書等については、監督省庁が定める指針等

により交付が義務付けられており、本規定と重複していま

す。 

見
直
し 

 

以下の規定を削除します。 

・第11条（保証表示） 

・第12条（金銭消費貸借契約書等の交付） 

・第13条（受取書等交付の省略） 

・別表第７・第８ 
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（６）過大包装基準等の削除  

現
状 

 

・過大包装の基準を定めています。 

・消費者からの申し出に基づき、過大包装に該当するかどうか判定

することとなっています。 

課
題
等 

 

・商品の多様化や包装技術の進歩により、基準から外れても消

費者にとって不利益とは言えないケースがあります。 

・過去10年間で違反として指導・勧告・公表した事例はありま

せん。 

見
直
し 

 

以下の規定を削除します。 

・第19条（過大包装の基準） 

・第20条（過大包装の判定） 

 

（７）不当な取引行為の要件の追加（別表第９第41号） 

現
状 

 

消費者がクーリングオフ等の権利を行使する際に、口頭に

よる行使を認めたにもかかわらず、書面によらないことを理

由として、契約の成立又は存続を主張することを不当な取引

行為として禁止しています。 

課
題
等 

 

電子メールなどを利用できない消費者が不当な扱いを受け

ることがないようにする必要があります。 

見
直
し 

 

「書面によらないことを理由として」を「書面又は電磁的記録

によらないことを理由として」と改正します。 

 

-10-



○神戸市民のくらしをまもる条例  

平成 17年４月１日  

条例第２号  

神戸市民のくらしをまもる条例（昭和 49年５月条例第 52号）の全部を改正する。  

目次  

第１章  総則（第１条―第９条）  

第２章  消費者の権利保護  

第１節  危害等の防止（第 10条―第 14条）  

第２節  広告、計量及び表示の適正化（第 15条―第 22条）  

第３節  取引の適正化（第 23条―第 25条）  

第４節  消費者包装の適正化（第 26条―第 30条）  

第５節  苦情処理体制（第 31条―第 34条の２）  

第６節  消費者教育、情報の提供等（第 35条―第 38条）  

第３章  物価の安定  

第１節  情報の収集と公開（第 39条―第 41条）  

第２節  生活必需物資の確保（第 42条―第 45条）  

第３節  不当な事業活動の排除（第 46条―第 50条）  

第４章  市民意見の反映（第 51条―第 54条）  

第５章  補則（第 55条）  

附則  

第１章  総則  

（目的）  

第１条  この条例は、日常の経済上の生活において情報の収集、交渉その他これ

らに類するものに係る能力において事業者との間に格差のある消費者の利益を

擁護し、及び増進し、消費者の自立を支援するため、消費者主権の理念にのっ

とり、市、事業者及び消費者それぞれの果たすべき責務を明らかにし、消費者

のくらしをまもるための施策の基本となる事項その他必要な事項を定めること

により、当該施策についての新たな消費者問題に関連する施策との調整を行う

等総合的な推進を図り、もって市民の消費生活の安定及び向上を確保すること

参考資料１  神戸市民のくらしをまもる条例（改正前）  
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を目的とする。  

（基本理念）  

第２条  市民の消費生活の安定及び向上の確保は、消費者の次に掲げる権利（以

下「消費者の権利」という。）の実現に努めることを基本として行われなけれ

ばならない。  

(１ ) 市民の消費生活において事業者が提供する商品（第 10条第１項を除き、

以下単に「商品」という。）、市民の消費生活において事業者が提供する役

務（同項を除き、以下単に「役務」という。）又は市民の消費生活において

事業者が行う訪問購入（次号及び第３号、第４条、第 23条第１項第１号、第

24条、第 25条第２項並びに第 31条第１項において「訪問購入」という。）に

よって、生命、健康又は財産を侵されない権利  

(２ ) 商品若しくは役務又は訪問購入について適正な表示等が行われることに

より適切な選択ができる権利  

(３ ) 商品若しくは役務又は訪問購入について、不当な取引条件を強制されず、

及び不当な取引行為を行わせない権利  

(４ ) 消費生活において不当に受けた被害から公正かつ速やかに救済される権

利  

(５ ) 消費生活に関する必要な情報が速やかに提供される権利  

(６ ) 自らが十分に理解するための知識を修得し、並びに主体的に意思を決定

し、及び行動するための消費者教育を受ける権利  

(７ ) 消費者の意見が市の施策に反映される権利  

２  消費者の権利の実現を図るに当たっては、次に掲げる事項に配慮しなければ

ならない。  

(１ ) 環境への負荷の低減その他環境の保全  

(２ ) 高度情報通信社会の進展への対応  

(３ ) 国際化の進展への対応  

(４ ) 消費者の年齢、知識、経験、財産の状況その他の特性  

（市の責務）  

第３条  市は、消費者の健康で安全な生活を確保し、及び向上させるため、消費
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者の利益の擁護及び増進、消費者の権利の実現及び自立の支援並びに物価の安

定に関し、基本的、総合的及び計画的な施策を策定し、並びにこれを実施しな

ければならない。  

２  市は、前項の規定により施策を策定し、又は実施する場合には、前条第１項

及び第２項の基本理念を尊重するとともに、地域住民、事業者団体及び消費者

団体と協力するよう努めなければならない。  

（事業者の責務）  

第４条  事業者は、商品若しくは役務又は訪問購入について、消費者の利益を確

保し、及び消費者の自立した行動を可能とするため、次に掲げる措置その他の

適切な措置を講ずるとともに、市が実施する施策に協力しなければならない。  

(１ ) 消費者の安全を確保すること。  

(２ ) 消費者との取引における公正を確保すること。  

(３ ) 消費者に対し必要な情報を明確かつ平易に提供すること。  

(４ ) 消費者との取引に際して、消費者の年齢、知識、経験、財産の状況その

他の特性に配慮すること。  

(５ ) 消費者との間に生じた苦情を適切かつ迅速に処理するために必要な体制

の整備に努め、当該苦情を適切に処理すること。  

(６ ) 当該事業者の事業活動につき、自らが遵守すべき基準を作成すること。  

(７ ) 当該事業者の事業活動の推進に当たり、環境への負荷の低減その他環境

の保全に努めること。  

（事業者団体の役割）  

第５条  事業者団体は、事業者の自主的な取組を尊重しつつ、事業者と消費者と

の間に生じた苦情の処理の体制の整備、事業者自らがその事業活動に関し遵守

すべき基準の作成の支援その他の消費者の信頼を確保するための自主的な活動

に努めるものとする。  

（消費者の責務）  

第６条  消費者は、消費者の権利を生かし、利益の増進を図るため、自ら進んで

消費生活に関して必要な情報を収集し、必要な知識を修得し、及び積極的に意

見を述べるとともに、消費者相互の連携及び組織化を図ることによって、自主

-13-



的かつ合理的に行動するように努めなければならない。  

２  消費者は、商品を選択し、使用し、及び使用を終了する場合は、環境への負

荷の低減その他環境の保全及び知的財産権等の適正な保護に配慮するよう努め

るものとする。消費者が役務を選択し、及び利用する場合も、同様とする。  

（消費者団体の役割）  

第７条  消費者団体は、消費者が消費者の権利を実現することを支援し、消費生

活に関する各種団体間の連携を図るとともに、次に掲げる活動に努めるものと

する。  

(１ ) 消費生活に関する情報の収集及び提供並びに意見の表明  

(２ ) 消費者に対する啓発及び教育  

(３ ) 消費者の被害の防止及び救済のための活動  

(４ ) 前３号に掲げるもののほか、消費生活の安定及び向上を図るための健全

かつ自主的な活動  

（国及び他の地方公共団体との相互協力等）  

第８条  市は、市民の消費生活の安定及び向上を確保するため、国及び他の地方

公共団体と相互に協力しなければならない。  

２  市長は、市民の消費生活の安定及び向上を確保するため必要があると認める

ときは、国又は他の地方公共団体に対して意見を述べ、又は必要な措置をとる

よう求めなければならない。  

（消費者基本計画）  

第９条  市長は、市民の消費生活の安定及び向上を確保するための施策を総合的

及び計画的に推進するための基本的な計画（以下「消費者基本計画」という。）

を定めなければならない。  

２  消費者基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

(１ ) 中期的又は長期的に講ずべき市民の消費生活の安定及び向上に関する施

策の大綱  

(２ ) 前号に掲げるもののほか、市民の消費生活の安定及び向上に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

３  市長は、消費者基本計画を策定するに当たっては、第 54条第１項に規定する
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神戸市消費生活会議の意見を聴くものとする。  

４  市長は、消費者基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを公表するもの

とする。  

５  前２項の規定は、消費者基本計画の変更について準用する。  

第２章  消費者の権利保護  

第１節  危害等の防止  

（欠陥商品等の提供の禁止）  

第 10条  事業者は、消費者の生命、健康若しくは生活環境に危害を及ぼし、若し

くは及ぼすおそれのある商品若しくは役務又は消費者に著しく不利益を及ぼす

商品若しくは役務（以下「欠陥商品等」という。）を提供してはならない。  

２  事業者は、その商品又は役務について、危害の防止、品質及び技術の向上等

必要な措置を講じなければならない。  

（欠陥商品等の調査又は検査等）  

第 11条  市長は、欠陥商品等である疑いがある商品又は役務について、必要な調

査又は検査を行うものとする。  

２  市長は、前項の調査又は検査を実施するに当たり、必要があると認めるとき

は、当該商品又は役務を供給する事業者に対して、資料の提出その他の方法に

より当該商品又は役務が欠陥商品等に該当しないことを立証するよう求めるこ

とができる。  

３  市長は、市民の消費生活の安全を確保するため必要があると認めるときは、

前２項の調査又は検査の経過及び結果に関する情報を消費者に提供するものと

する。  

（欠陥商品等に対する事業者の措置）  

第 12条  事業者は、その商品又は役務が欠陥商品等であることが明らかになった

ときは、直ちにその欠陥商品等の発表、商品の回収、製造、加工等の方法の改

善その他危害の防止、品質及び技術の向上等必要な措置を講じなければならな

い。  

（指導、勧告及び公表）  

第 13条  市長は、第 10条第１項の規定に違反し、欠陥商品等を提供している者に

-15-



対して、前条の措置をとるべきことを指導し、又は勧告することができる。  

２  市長は、事業者が前項の規定による勧告に従わないときは、その欠陥商品等、

事業者の氏名又は名称その他必要な事項を公表することができる。  

３  市長は、欠陥商品等であることが明白である場合において、消費者の生命、

健康又は生活環境に対する危害を防止するため緊急の必要があると認めるとき

は、その欠陥商品等、事業者の氏名又は名称その他必要な事項を直ちに公表す

ることができる。  

（不安商品に関する措置）  

第 14条  市長は、その安全性が社会的に確定されていない商品（以下「不安商品」

という。）について、必要があると認めるときは、各種の情報を収集し、消費

者に提供するものとする。  

２  市長は、必要があると認めるときは、その不安商品の製造、輸入、販売及び

使用に関して適切な措置をとるよう、速やかに国及び関係業界に対して要請す

るものとする。  

第２節  広告、計量及び表示の適正化  

（広告の適正化）  

第 15条  事業者は、商品又は役務に関する広告その他の広告で消費者に係るもの

について、虚偽又は誇大な表現、消費者が選択を誤るおそれのある表現等不適

正な表現を避け、商品又は役務の選択のための判断に資するため、必要かつ正

確な情報を消費者に提供しなければならない。  

（計量の適正化）  

第 16条  事業者は、商品又は役務を提供するに際し、適正な計量を行わなければ

ならない。  

２  市長は、消費者と事業者との間の取引において適正な計量の実施が確保され

るよう必要な措置を講ずるものとする。  

（商品及び役務の表示事項等）  

第 17条  事業者は、法令に別の定めがあるもののほか、商品が誤って選択され、

使用され、保存されること等により、消費者の利益が損なわれることのないよ

うにするため、その商品の成分、性能、用途その他の規則で定める必要な事項
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を適正に表示しなければならない。  

２  役務を提供する事業者で規則で定めるものは、役務が誤って選択されること

により、消費者の利益が損なわれることのないようにするため、規則で定める

役務の取引条件又は内容について、規則で定める必要な事項を適正に表示しな

ければならない。  

３  前２項の規定による表示の方法その他表示に際して事業者が遵守すべき事項

は、規則で定める。  

（価格表示及び単位価格表示等）  

第 18条  事業者は、消費者が商品の購入又は役務の利用に際し、その選択を誤る

ことがないようにするため、その商品又は役務の販売単位又は提供単位及び価

格を見やすい箇所に表示するように努めなければならない。  

２  小売業を営む事業者で規則で定めるものは、消費者の商品選択に資するため、

規則で定める商品について、その価格及び長さ、質量又は体積を表示するとと

もに規則で定める基準量及びその価格を表示しなければならない。  

３  役務を提供する事業者で規則で定めるものは、消費者の役務選択に資するた

め、規則で定める役務について、その提供単位及び価格を店頭その他の見やす

い箇所に表示しなければならない。  

（事業者名等の表示）  

第 19条  事業者は、その商品又は役務について責任の所在を明らかにするため、

その氏名又は名称その他必要な事項を看板その他の方法により見やすい箇所に

表示しなければならない。  

２  事業者は、その商品又は役務を自動販売機等により提供するときは、自動販

売機等の見やすい箇所にその氏名又は名称その他連絡に必要な事項を表示しな

ければならない。  

（保証表示）  

第 20条  事業者が、商品（規則で定めるものに限る。）について品質、性能その

他の事項を保証する旨を表示するときは、規則で定める事項を表示しなければ

ならない。  

（金銭消費貸借契約書等の交付）  
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第 21条  金融業を営む事業者は、消費者に融資する際、規則で定めるところによ

り、金銭消費貸借に関する契約書を消費者に交付し、又は金銭消費貸借に関す

る差入れ証等の写しに当該事業者の確認印を押印したものを消費者に交付しな

ければならない。  

２  前項の事業者は、消費者から金銭消費貸借に関する弁済を受けたときは、受

取書、領収書等それを証する書面を消費者に交付しなければならない。ただし、

規則で定める場合は、この限りでない。  

（指導、勧告及び公表）  

第 22条  市長は、第 15条、第 16条第１項、第 17条第１項若しくは第２項、第 18条

第２項若しくは第３項又は前３条の規定に違反し、商品又は役務を提供してい

る者に対して、その違反を是正するために必要な措置をとるべきことを指導し、

又は勧告することができる。  

２  市長は、事業者が前項の規定による勧告に従わないときは、その事業者の氏

名又は名称、商品名又は役務名その他必要な事項を公表することができる。  

第３節  取引の適正化  

（不当な取引行為の禁止）  

第 23条  事業者は、次に掲げる行為その他の規則で定める行為をしてはならない。 

(１ ) 消費者に対し、不当に情報を与えること又は不当に情報を与えないこと

により、商品の販売若しくは役務の提供又は訪問購入に係る契約（以下この

項において単に「契約」という。）の締結を勧誘し、又は当該消費者に契約

を締結させること。  

(２ ) 消費者をしつように説得すること、消費者を心理的に不安な状態に陥ら

せることその他消費者が自由に意思を決定することを妨げる行為により、当

該消費者に対し契約の締結を勧誘し、又は当該消費者に契約を締結させるこ

と。  

(３ ) 消費者にとって不当に不利益な内容の契約を締結させる行為  

(４ ) 消費者に対して不当に債務の履行を強要する行為  

(５ ) 消費者に対する債務の履行を不当に拒否し、又は不当に遅延させる行為  

(６ ) クーリングオフ等による権利（割賦販売法（昭和 36年法律第 159号）、特
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定商取引に関する法律（昭和 51年法律第 57号）、消費者契約法（平成 12年法

律第 61号）その他の法律の規定により消費者が契約の申込み又はその承諾を

撤回し、若しくはこれらの意思表示を取り消し、又は契約を解除することが

できる権利をいう。）の行使を妨害する行為  

２  消費者に信用を供与することを業とする事業者は、与信契約等（消費者に信

用を供与することを内容とする契約（消費者の債務につき保証の委託を受ける

ことを内容とする契約を含む。）をいう。以下同じ。）の締結の勧誘、与信契

約等の締結及び与信契約等に基づく債務の履行の請求につき、消費者を不当に

害するものとして規則で定める行為をしてはならない。  

（約款の適正化）  

第 24条  事業者は、商品若しくは役務の提供又は訪問購入に際し、消費者の利益

を不当に損なうこととなる内容の約款を用いてはならない。  

（調査、指導等）  

第 25条  市長は、前２条の規定に違反する疑いがあると認めるときは、事業者そ

の他関係人に対し、必要な調査を行い、又は資料の提出を求めることができる。  

２  市長は、前２条の規定に違反し、商品若しくは役務を提供している者又は訪

問購入をしている者に対して、その違反を是正するために必要な措置をとるべ

きことを指導し、又は勧告することができる。  

３  市長は、事業者が前項の規定による勧告に従わないときは、その事業者の氏

名又は名称、商品名又は役務名その他必要な事項を公表することができる。  

第４節  消費者包装の適正化  

（過大包装の禁止）  

第 26条  事業者は、消費者包装（消費者が直接手にしたときの商品の包装をいい、

容器を用いた包装を含む。以下同じ。）について、消費者に内容を誇張した包

装その他の内容品の保護又は品質保全上の必要を超えた過大な包装（以下「過

大包装」という。）をしてはならない。  

２  過大包装の基準は、規則で定める。  

（消費者包装に係る資源の節約等）  

第 27条  事業者は、消費者包装について、その包装に係る資源を節約し、及びそ
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の包装が廃棄物となった場合においてその適正な処理が困難になることのない

ようにしなければならない。  

（消費者包装の安全性の確保）  

第 28条  事業者は、消費者に危害を及ぼすことのないようにするため、消費者包

装の安全性を確保しなければならない。  

（内容及び価格の表示等）  

第 29条  事業者は、消費者包装が二次使用又は商品の詰合せ若しくは抱合せを目

的としたものであるときは、内容についてそれぞれの品名、数量及び価格を表

示しなければならない。この場合において、事業者は、内容品のみの販売も併

せて行わなければならない。  

（指導、勧告及び公表）  

第 30条  市長は、第 26条第１項又は前３条の規定に違反し、商品を提供している

者に対して、その違反を是正するために必要な措置をとるべきことを指導し、

又は勧告することができる。  

２  市長は、事業者が前項の規定による勧告に従わないときは、その事業者の氏

名又は名称、商品名その他必要な事項を公表することができる。  

第５節  苦情処理体制  

（苦情の処理）  

第 31条  市長は、消費生活センターの設置等苦情処理機関を整備拡充し、商品若

しくは役務又は訪問購入について消費者から苦情相談を受けたときは、適切か

つ迅速に処理するよう努めるものとする。  

２  事業者は、自ら又は共同で苦情処理体制を整備拡充し、消費者からの苦情を

適切かつ迅速に処理するよう努めなければならない。  

（あっせん又は調停）  

第 32条  市長は、前条第１項に規定する苦情相談の処理を円滑に行うため必要が

あると認めるときは、神戸市消費者苦情処理審議会（以下この節において「苦

情処理審議会」という。）の意見を聴き、又は苦情処理審議会のあっせん若し

くは調停に付するものとする。  

２  苦情処理審議会は、あっせん又は調停のため必要があると認めるときは、当
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事者の出席を求め、その意見を聴き、又は関係書類若しくは物件の提出を求め

ることができる。  

３  あっせん又は調停は、当事者間に合意が成立し、これを調書に記載した時を

もって終了する。  

４  苦情処理審議会は、当事者間に合意が成立する見込みがないと認めるときは、

あっせん又は調停を打ち切ることができる。  

５  苦情処理審議会は、あっせん若しくは調停が終了したとき、又はあっせん若

しくは調停を打ち切ったときは、その旨を市長に報告するものとする。  

６  前各項に定めるもののほか、苦情処理審議会のあっせん又は調停に関し必要

な事項は、規則で定める。  

（あっせん又は調停の打切りの公表）  

第 33条  市長は、苦情相談に係る事業者が苦情処理審議会の呼出し、関係書類又

は物件の提出の要求その他指示に不当に従わないため、あっせん又は調停が打

ち切られたときは、その事業者の氏名又は名称、苦情相談の内容、あっせん又

は調停が打切りとなった事実その他必要な事項を公表することができる。  

（消費者訴訟の援助）  

第 34条  市長は、消費生活上の被害を受けた消費者（以下「被害者」という。）

が事業者に対して提起する訴え又は事業者から提起された訴え（以下これらを

「消費者訴訟」という。）を援助を受けずに提起し、又は応訴することが困難

であり、かつ、同一又は同種の原因による被害者が多数存在し、又は多数発生

するおそれがある場合において、被害者に対して消費者訴訟に係る援助を行う

ことが妥当であると苦情処理審議会が認めたときは、被害者の権利を守り、そ

の被害を救済するとともに事業者の社会的責任を追及するため、必要な援助を

行うものとする。  

２  前項の援助は、他の被害者への訴訟参加の周知、消費者訴訟における立証の

活動への協力、消費者訴訟に要する費用の貸付けその他訴訟活動に必要なもの

とする。  

３  市長は、第１項の援助を苦情処理審議会の意見に基づき行うものとする。  

（消費者訴訟に要する費用の貸付け）  
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第 34条の２  市長は、被害者に対して、前条第２項に規定する消費者訴訟に要す

る費用（消費者訴訟に関する裁判手続費用、弁護士費用その他消費者訴訟に要

する費用をいう。以下同じ。）を貸し付けることができる。  

２  前項の規定による貸付け（以下この条において「貸付け」という。）の利率

は、無利息とし、貸付けの期間は、市長の定める日までとする。  

３  市長は、貸付けを受けた者が、消費者訴訟の結果、当該消費者訴訟に要する

費用を得ることができなかったとき、その他市長が消費者保護の本旨から償還

させることが適当でないと認めるときは、貸付金の全額又は一部の償還を免除

することができる。  

４  前条及び前３項に定めるもののほか、消費者訴訟に係る援助に関し必要な事

項は、規則で定める。  

第６節  消費者教育、情報の提供等  

（消費者教育）  

第 35条  市は、消費者が経済行為の主体としての基礎的な知識を身に付けるとと

もに、主体的に責任を持って意思決定を行いうる能力を養い、社会的にも調和

した豊かな生活を営むために、生涯を通じて消費者教育を受けられるよう、学

校、地域、家庭、職域その他様々な場において消費者教育の機会と場を提供す

るよう努めなければならない。  

（情報の収集及び提供）  

第 36条  市長は、消費者が自主的かつ合理的な消費生活を営むために、必要な情

報を収集し、消費者に提供するよう努めるものとする。  

（事業者名等の情報提供）  

第 37条  市長は、消費者被害の発生を未然に防止し、又はその拡大を防止するた

め必要があると認めるときは、その事業者の氏名又は名称、商品名又は役務名

その他必要な情報を消費者に提供することができる。  

（資料の提出の要請）  

第 38条  市長は、商品検査、苦情相談の処理等を行うに必要な限度において、事

業者に対して、商品の検査結果その他必要な資料の提出を求めることができる。 

第３章  物価の安定  
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第１節  情報の収集と公開  

（情報の収集）  

第 39条  市長は、消費者の日常生活に不可欠な物資（以下「生活必需物資」とい

う。）の生産、流通等の事業活動（以下「事業活動」という。）の実態につい

て、明らかにするよう努めるものとする。  

２  市長は、事業活動の実態を明らかにするため、生活必需物資の価格、需給の

動向等に関する情報を収集するものとする。  

（情報収集への協力）  

第 40条  事業者は、市長の行う前条第２項の情報収集に協力しなければならない。 

（情報の公開）  

第 41条  市長は、第 39条第２項の情報収集の結果を消費者に明らかにするものと

する。  

第２節  生活必需物資の確保  

（流通機構の整備）  

第 42条  市長は、生活必需物資の円滑な流通を確保するため流通機構の整備に努

めるものとする。  

（市内生産者の優先出荷）  

第 43条  生活必需物資を市内で生産する事業者は、その事業活動が地域社会と密

接な関連があることにかんがみ、生活必需物資を市内の消費者へ優先的に供給

するよう努めるものとする。  

２  市長は、前項の優先的供給を推進するために必要な措置を講ずるよう努める

ものとする。  

（生活必需物資の確保）  

第 44条  市長は、生活必需物資が不足し、若しくは価格が著しく高騰し、又はこ

れらのおそれがあるときは、当該生活必需物資の確保その他必要な措置を講ず

るものとする。  

（事業者の協力）  

第 45条  市長は、前条の事態に対処するため、必要があると認めるときは、当該

生活必需物資の事業者に対し、売渡しその他必要な措置を講ずるよう要請する
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ことができる。  

２  事業者は、前項の規定による要請があったときは、これに応じなければなら

ない。  

第３節  不当な事業活動の排除  

（重要物資の指定）  

第 46条  市長は、市民生活の安定を図るため、特に円滑な流通を確保し、又は不

適正な利得を排除する必要がある生活必需物資を重要物資として指定するもの

とする。  

（調査）  

第 47条  市長は、前条の規定により指定された物資（以下「指定物資」という。）

が不足し、若しくは物価が著しく高騰し、又はこれらのおそれがある場合にお

いて、事業者が当該指定物資の円滑な流通を不当に妨げ、又は適正な利得を著

しく超える価格で販売する行為（以下「不当な事業活動」という。）を行って

いる疑いがあると認めるときは、その実態を調査しなければならない。  

（資料の提出及び立入調査等）  

第 48条  市長は、前条に規定する調査のため必要があると認めるときは、当該事

業者に対して、その協力を得て、期限を定めて当該指定物資の在庫量及び原価

等に係る資料の提出を求めることができる。  

２  市長は、前条に規定する調査のため必要があると認めるときは、当該事業者

の協力を得て、当該職員に、その事務所、営業所その他の事業所に立ち入らせ、

当該指定物資に関し、帳簿、書類その他の物件を検査させ、又は関係者に質問

させることができる。  

３  市長は、当該事業者が前２項の規定による資料の提出又は立入調査を拒んだ

ときは、その理由を書面により提出させることができる。  

（勧告）  

第 49条  市長は、前２条の規定による調査等により、不当な事業活動が行われた

と認めるときは、当該事業者に対し、不当な事業活動を是正するよう勧告する

ことができる。  

（公表）  
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第 50条  市長は、当該事業者が、第 48条第１項の資料の提出を拒んだとき、若し

くは同条第２項の立入調査を拒んだとき、又は前条の規定による勧告に従わな

かったときは、その経過及び事実を公表することができる。  

第４章  市民意見の反映  

（消費者の申出）  

第 51条  消費者は、第２章に規定する措置がとられていないときは、市長に対し、

その旨を申し出て、適当な措置をとるべきことを求めることができる。  

２  市長は、前項の規定による申出の内容が事実であるときは、この条例に規定

する措置その他適正な措置をとるものとする。  

（情報交換等の機会の提供）  

第 52条  市長は、市長、事業者及び消費者が相互の情報を交換し、相互に意見を

表明し、及び対話を行うための機会を提供するよう努めなければならない。  

（市民の合意の形成への支援）  

第 53条  市民が安全で安心な消費生活及び物価の安定を確保し、より豊かな消費

生活の実現を目指して、市民の合意の形成を図るための活動を行う自主的な会

議を設け、又はその活動を行うに当たり、市長が必要があると認めるときは、

これらを支援するよう努めなければならない。  

２  事業者は、前項の会議の活動に協力するよう努めなければならない。  

（附属機関の設置）  

第 54条  市長の行う消費生活の安定及び向上の確保に関する施策について市民の

意見を反映させ、関連する施策との総合的な推進を図るため、次の表の左欄に

掲げる市長の附属機関を置き、その所掌事務は、それぞれ同表の右欄に掲げる

とおりとする。  

市長の附属機関  所掌事務  

神戸市消費生活会議  消費者行政に関する基本的事項、重要事項その他新たに

対応すべき事項について調査審議すること。  

神戸市消費者苦情処

理審議会  

１  第２章第１節の危害等の防止、同章第２節の広告、

計量及び表示の適正化、同章第３節の取引の適正化及び
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同章第４節の消費者包装の適正化に関する施策に関し

意見を述べること。  

２  第 32条第１項に規定する意見を述べ、及び同条に規

定するあっせん又は調停に関する事務を行うこと。  

３  第 34条第１項の規定による認定を行い、及び同条第

３項に規定する意見を述べること。  

４  第 37条に規定する市長の情報の提供に関し意見を述

べること。  

２  前項の表に規定する附属機関には、部会を置くことができる。  

３  前項に定めるもののほか、第１項の表に規定する附属機関の組織及び運営そ

の他附属機関に関し必要な事項は、規則で定める。  

第５章  補則  

（施行細目の委任）  

第 55条  この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

附  則  抄  

（施行期日）  

１  この条例は、規則で定める日から施行する。  

（平成 17年４月１日規則第１号により平成 17年７月１日から施行）  

（経過措置）  

２  この条例の施行前に改正前の神戸市民のくらしをまもる条例の規定によって

した処分、手続その他の行為は、この条例中にこれに相当する規定がある場合

には、この条例の相当規定によってしたものとみなす。  

附  則（平成 25年９月 26日条例第 10号）  

この条例は、規則で定める日から施行する。  

（平成 25年 12月４日規則第 30号により平成 25年 12月６日から施行）  

附  則（平成 27年３月 31日条例第 47号）  

（施行期日）  

１  この条例は、平成 27年４月１日から施行する。  

（消費者訴訟資金貸付基金条例の廃止）  
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２  神戸市消費者訴訟資金貸付基金条例（昭和 49年４月条例第 43号）は、廃止す

る。  
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○神戸市民のくらしをまもる条例施行規則  

平成 17年６月１日  

規則第 18号  

神戸市民のくらしをまもる条例施行規則（昭和 49年７月規則第 81号）の全部を

改正する。  

（趣旨）  

第１条  この規則は、別に定めるもののほか、神戸市民のくらしをまもる条例（平

成 17年４月条例第２号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定

めるものとする。  

（定義）  

第２条  この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。  

（事業者の商品又は役務に係る必要な措置）  

第３条  条例第 10条第２項に規定する措置は、別表第１左欄に掲げる事業者によ

る同表右欄に掲げる措置とする。  

（欠陥商品等に係る情報提供）  

第４条  条例第 11条第３項に規定する市民の消費生活の安全を確保するため必要

があると認めるときは、次に掲げるときとする。  

(１ ) 欠陥商品等である疑いがある商品又は役務（以下「欠陥の疑いのある商

品等」という。）に係る被害が多数発生するおそれがあるとき。  

(２ ) 欠陥の疑いのある商品等に係る被害が消費者に重大な影響を与え、又は

与えるおそれがあるとき。  

(３ ) 消費者の健康、身体又は財産の安全を確保するため市長が特に必要があ

ると認めるとき。  

(４ ) 条例第 11条第２項の規定による立証の求めに対し、当該事業者が虚偽の

資料若しくは不当な手段により立証を行い、又は正当な理由なくその求めに

応じないとき。  

２  条例第 11条第３項に規定する情報は、次に掲げるものとする。  

(１ ) 事業者の氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、名称及びその代

表者の氏名並びに主たる事務所の所在地）  

参考資料２  神戸市民のくらしをまもる条例施行規則（改正前）  
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(２ ) 商品名又は役務名  

(３ ) 商品又は役務の問題点  

(４ ) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める情報  

３  市長は、条例第 11条第３項に規定する情報を提供するに当たり、必要がある

と認めるときは、神戸市消費者苦情処理審議会（以下「苦情処理審議会」とい

う。）の意見を聴くものとする。  

４  条例第 11条第３項の規定による情報の提供は、市の広報紙、新聞、放送、イ

ンターネットその他の適切な方法により行うものとする。  

（欠陥商品等に係る指導等）  

第５条  前条第３項の規定は、条例第 13条第１項の規定による指導若しくは勧告

又は同条第２項の規定による公表について準用する。  

（商品の表示事項）  

第６条  条例第 17条第１項の規則で定める必要な事項は、別表第２（事業者が商

品と役務とを併せて提供する場合（次条及び第８条において「特定場合」とい

う。）にあっては、別表第４）のとおりとする。  

（役務の表示事項）  

第７条  条例第 17条第２項の規則で定める事業者、役務及び必要な事項は、別表

第３（特定場合にあっては、別表第４）のとおりとする。  

（商品及び役務の表示の方法等）  

第８条  条例第 17条第３項の規則で定める表示の方法その他表示に際して事業者

が遵守すべき事項は、商品を提供する場合（特定場合を除く。）にあっては別

表第２、役務を提供する場合（特定場合を除く。）にあっては別表第３、特定

場合にあっては別表第４のとおりとする。  

（単位価格表示）  

第９条  条例第 18条第２項の規則で定める事業者は、次に掲げるものとする。  

(１ ) 売場面積が 300平方メートル以上の店舗において小売業を営んでいる者  

(２ ) 消費生活協同組合法（昭和 23年法律第 200号）に基づき設立された消費生

活協同組合  

２  条例第 18条第２項の規則で定める商品及び基準量は、別表第５のとおりとす
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る。  

３  条例第 18条第２項の規定による基準量当たりの価格の表示は、有効数字の４

けた目を四捨五入することによる３けたの有効数字により、並びに消費者の見

やすい方法により、及び見やすい箇所に行うものとする。  

（役務料金の表示）  

第 10条  条例第 18条第３項の規則で定める事業者及び役務は、別表第６のとおり

とする。  

２  条例第 18条第３項の規定による表示は、日本産業規格 Z8305に規定する 42ポイ

ント以上の大きさの文字及び数字を用いたものであって、統一のとれたものと

する。  

（保証表示）  

第 11条  条例第 20条の規則で定める商品は、別表第７に掲げるものとする。  

２  条例第 20条の規則で定める事項は、別表第８に掲げるものとする。  

３  条例第 20条の規定による表示は、保証書の提示及びその内容の説明により行

うものとする。  

（金銭消費貸借契約書等の交付）  

第 12条  条例第 21条第１項の金融業を営む事業者（以下この条において単に「事

業者」という。）は、次に掲げる者とする。  

(１ ) 銀行法（昭和 56年法律第 59号）第２条第１項に規定する銀行  

(２ ) 信用金庫法（昭和 26年法律第 238号）第２条に規定する信用金庫及び信用

金庫連合会  

(３ ) 労働金庫法（昭和 28年法律第 227号）第３条に規定する労働金庫及び労働

金庫連合会  

(４ ) 中小企業等協同組合法（昭和 24年法律第 181号）第３条第２号に規定する

信用協同組合及び同条第３号に規定する協同組合連合会  

(５ ) 農業協同組合法（昭和 22年法律第 132号）第５条に規定する農業協同組合

及び農業協同組合連合会  

(６ ) 水産業協同組合法（昭和 23年法律第 242号）第２条に規定する漁業協同組

合及び漁業協同組合連合会  
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(７ ) 株式会社日本政策金融公庫法（平成 19年法律第 57号）第１条に規定する

株式会社日本政策金融公庫  

(８ ) 保険業法（平成７年法律第 105号）第２条第２項に規定する保険会社  

２  条例第 21条第１項の規定による交付は、次に掲げる融資以外の融資について

行うものとする。  

(１ ) 消費者の当該事業者に対して持つ預金債権その他これに類する権利を担

保とする融資  

(２ ) 独立行政法人福祉医療機構法（平成 14年法律第 166号）第 12条第１項第 12

号及び第 13号に規定する貸付け並びに沖縄振興開発金融公庫法（昭和 47年法

律第 31号）第 19条第１項第２号の規定による恩給等（国民生活金融公庫が行

う恩給担保金融に関する法律（昭和 29年法律第 91号）第２条第１項に規定す

る恩給等をいう。）を担保とする小口の資金の貸付け  

(３ ) 現金自動支払機、現金自動預払機その他これらに類する機械による融資  

３  条例第 21条第１項の規定により交付する書面（以下「金銭消費貸借契約書等」

という。）は、次に掲げる項目が記載されたものとする。  

(１ ) 貸付金額  

(２ ) 貸付年月日  

(３ ) 元金の返済期日  

(４ ) 年利  

(５ ) 利息の支払方法及び支払期日  

(６ ) 違約金  

(７ ) 前各号に掲げるもののほか、基本的な契約条項  

４  条例第 21条第１項の規定による交付は、当該契約の内容を消費者に説明して

行うものとする。  

（受取書等交付の省略）  

第 13条  条例第 21条第２項ただし書の規則で定める場合は、次に掲げる弁済を受

けた場合とする。  

(１ ) 振込みによる弁済  

(２ ) 振替による弁済  
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(３ ) 給与明細書その他の書面で弁済が確認できる場合における給与からの引

去りによる弁済  

（不当な取引行為）  

第 14条  条例第 23条第１項及び第２項の規則で定める行為は、別表第９に掲げる

行為とする。  

２  市長は、消費者からの申出に基づき、別表第９に掲げる行為に該当するかど

うかの判定を行うものとする。  

３  市長は、前項の判定を行うに当たり、必要があると認めるときは、苦情処理

審議会の意見を聴くものとする。  

（不当な約款）  

第 15条  市長は、消費者からの申出に基づき、条例第 24条に規定する約款に該当

するかどうかの判定を行うものとする。  

２  市長は、前項の判定を行うに当たり、必要があると認めるときは、苦情処理

審議会の意見を聴くものとする。  

（不当な取引行為等の是正の指導）  

第 16条  条例第 25条第２項に規定する指導は、様式第１号による文書又は口頭に

より行うものとする。  

２  市長は、前項の指導を行うときは、当該指導の対象となる者に対し、期限を

指定して、当該指導の対象となった違反を是正するための措置について記載し

た書面の提出を求めるものとする。  

（不当な取引行為等の是正の勧告）  

第 17条  条例第 25条第２項に規定する勧告は、様式第２号による文書で行うもの

とする。  

２  前条第２項の規定は、前項の勧告について準用する。  

（不当な取引行為等に係る公表）  

第 18条  市長は、条例第 25条第３項の規定による公表を行おうとするときは、あ

らかじめ、その理由を当該事業者に通知するとともに、意見を述べる機会を与

えなければならない。ただし、当該事業者が正当な理由なく意見の聴取に応じ

ないとき、又は当該事業者の所在が不明であるときは、この限りでない。  
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２  市長は、条例第 25条第３項に規定する公表を行うに当たり、必要があると認

めるときは、苦情処理審議会の意見を聴くものとする。  

３  条例第 25条第３項の規定による公表は、インターネットの利用その他の広く

市民に周知できる方法により行うものとする。  

（過大包装の基準）  

第 19条  条例第 26条第２項の過大包装の基準は、次の各号のいずれかに該当する

消費者包装とする。  

(１ ) 内容品以外の空間容積が必要以上に大きなもの  

(２ ) 内容品の価格に比べて必要以上に包装経費をかけているもの  

(３ ) 内容品の名称、量目、価格、使用方法、性状その他これらに類する事項

について消費者の商品選択に資するための適切な表示又は説明のないもの  

(４ ) 商品の無理な詰合せ又は抱合せをしているため必要以上に大きくなって

いるもの  

(５ ) 明らかに二次使用を偽装したもの  

（過大包装の判定）  

第 20条  市長は、消費者からの申出に基づき、条例第 26条第１項の過大包装に該

当するかどうかの判定を行うものとする。  

２  市長は、前項の判定を行うに当たり、必要があると認めるときは、苦情処理

審議会の意見を聴くものとする。  

（あっせん又は調停の通知）  

第 21条  市長は、条例第 32条第１項の規定により苦情処理審議会のあっせん又は

調停に付したときは、その旨を当該苦情の申出者及びその相手方となる事業者

に通知するものとする。  

（情報提供）  

第 22条  条例第 37条に規定する必要があると認めるときは、次に掲げるときとす

る。  

(１ ) 特定の事業者に係る商品又は役務についての苦情相談（以下「商品等の

苦情相談」という。）が多数寄せられているとき。  

(２ ) 商品等の苦情相談が増加する傾向にあるとき。  
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(３ ) 商品等の苦情相談が短期間に増大しているとき。  

(４ ) 特定の事業者に係る商品又は役務についての被害（以下「商品等の被害」

という。）が多数発生するおそれがあるとき。  

(５ ) 前各号に掲げるもののほか、商品等の被害が消費者に重大な影響を与え、

又は与えるおそれがあるとき。  

２  条例第 37条に規定する必要な情報は、次に掲げるものとする。  

(１ ) 事業者の住所（法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地）  

(２ ) 販売方法又は商品若しくは役務の問題点  

(３ ) 被害者の居住する地域  

(４ ) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める情報  

３  第４条第３項及び第４項の規定は、条例第 37条の規定による情報の提供につ

いて準用する。  

（重要物資の指定等）  

第 23条  市長は、条例第 46条の規定による指定をしたときは、その旨を告示する

ものとする。当該指定を解除したときも、同様とする。  

（立入検査）  

第 24条  条例第 48条第２項の規定により立入調査を行う職員は、その身分を示す

証明書を携帯し、関係人に提示しなければならない。  

２  前項の証明書は、様式によるものとする。  

（施行細目の委任）  

第 25条  この規則の施行に関し必要な事項は、主管局長が定める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この規則は、平成 17年７月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この規則の施行前に改正前の神戸市民のくらしをまもる条例施行規則の規定

によってした処分、手続その他の行為は、この規則中にこれに相当する規定が

ある場合には、この規則の相当規定によってしたものとみなす。  

附  則（平成 18年３月 31日規則第 121号）抄  
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この規則は、平成 18年４月１日から施行する。  

附  則（平成 21年３月 31日規則第 63号）  

この規則は、平成 21年 10月１日から施行する。ただし、第 12条第１項第７号の

改正規定は、公布の日から施行する。  

附  則（平成 23年１月 14日規則第 25号）  

この規則は、平成 23年３月１日から施行する。ただし、別表第２の改正規定は、

公布の日から施行する。  

附  則（平成 25年 12月４日規則第 29号）  

この規則は、平成 25年 12月６日から施行する。  

附  則（平成 27年３月 31日規則第 53号）抄  

（施行期日）  

１  この規則は、平成 27年４月１日から施行する。  

附  則（平成 28年３月 31日規則第 74号）抄  

（施行期日）  

１  この規則は、平成 28年４月１日から施行する。  

附  則（令和２年３月 31日規則第 101号）  

この規則は、令和２年４月１日から施行する。  

附  則（令和４年５月 13日規則第５号）  

この規則は、令和４年５月 15日から施行する。  

別表第１（第３条関係）  

事業者  条例第 10条第２項に規定する措置  

クリーニング業法

（昭和 25年法律第

207号）第２条第２

項に規定する営業

者  

(1) 石油系溶剤でドライクリーニングをした洗濯物につい

ては、取扱上の注意として、次に掲げる例に準じて表示す

ること。  

      

  ドライクリーニング溶剤が残って皮膚障害を起こすこ

ともありますので、お持ち帰りの後は、必ず袋から出し

て、風通しのよい日陰で乾燥し、時間をおいて着てくだ
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さい。  

      

(2) 前号の取扱上の注意は、洗濯物に返却用の包装をする

場合は、ラベル又は印刷で包装の見やすい箇所に表示し、

当該包装をしない場合は、店頭その他の見やすい箇所に表

示するとともに、消費者に口頭で説明すること。  

(3) 前号の規定による表示は、包装にラベルで表示するも

のについては日本産業規格 Z8305に規定する８ポイント以

上、包装に印刷で表示するものについては日本産業規格

Z8305に規定する 28ポイント以上、店頭に表示するものに

ついては日本産業規格 Z8305に規定する 42ポイント以上の

大きさの文字及び数字とすること。  

(4) 第２号の表示に用いる文字及び数字の色は、背景の色

と対照的な色とすること。  

別表第２（第６条関係）  

商品名  適正に表示しなけ

ればならない必要

な事項  

表示の方法その他表示に際して事業者が

遵守すべき事項  

防炎又は難燃の表

示を付している繊

維製品（消防法（昭

和 23年法律第 186

号）第８条の３第

２項の規定による

表示を付している

ものを除く。）  

(1) 素材の性質

及び洗濯により

防炎又は難燃の

効果に与える影

響  

(2) 使用上の注

意  

(1) 素材の性質及び洗濯により防炎又は

難燃の効果に与える影響については、次

のいずれかに掲げる例に準じて表示す

ること。  

      

  素材に防炎加工を施したものですの

で、洗濯によって防炎の効果が低下す

ることがあります。  

  

      

  素材自体が難燃性のものですので、   
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洗濯によって難燃の効果が低下する

ことはありません。  

      

(2) 使用上の注意は、次に掲げる例に準

じて表示すること。  

      

  引火したら素早く火元から離すこ

と。  

  

      

(3) 縫い付けラベル又は下げ札により、

本体の見やすい箇所に防炎又は難燃の

表示及び前２号の表示をすること。  

給湯器  ※使用上の注意  (1) 使用上の注意は、次のいずれかに掲

げる例に準じて表示すること。  

      

  飲まないように  

最初に出るコップ○杯程度の水は、

飲用に適しません。  

  

      

  飲まないように  

最初の○秒間に出る水は、飲用に適

しません。  

  

      

(2) ラベル又は印刷により、本体の見や

すい箇所又は取扱説明書に前号の表示

をすること。  

オーブン（レンジ

機能を備えたもの

※使用上の注意  (1) 使用上の注意は、次に掲げる例に準

じて表示すること。  
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を含む。）及びレ

ンジ  

      

  水をかけないように  

使用中前面のガラスに水がかかると

割れるおそれがありますので、水がか

からないようにしてください。  

  

      

(2) ラベル又は印刷により、本体の見や

すい箇所又は取扱説明書に前号の表示

をすること。  

こんろ  ※使用上の注意  (1) 使用上の注意は、次に掲げる例に準

じて表示すること。  

      

  火をつけたまま離れたり、外出、就

寝をしないこと。  

料理中のものが焦げたり、燃えたり

するなど、火災の原因になります。特

に天ぷらその他の揚げ物をしている

ときは、注意してください。  

  

      

(2) ラベル又は印刷により、本体の見や

すい箇所又は取扱説明書に前号の表示

をすること。  

ストーブ  ※使用上の注意  (1) 使用上の注意は、次に掲げる例に準

じて表示すること。  

      

  カーテン、寝具その他の燃えやすい

ものの近くで使用しないこと。  

火災の原因になります。  
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  就寝中又は外出中に使用しないこ

と。  

  

      

(2) ラベル又は印刷により、本体の見や

すい箇所又は取扱説明書に前号の表示

をすること。  

食品包装用ラップ

フィルム（食品の

保存調理等に使用

される気密性、耐

水性、耐油性、密

着性等の性質を有

する合成樹脂の薄

膜で紙管等に巻か

れたものであっ

て、家庭用のもの

をいう。）  

(1) 品名  

(2) 原材料名  

(3) 添加物名  

(4) 耐熱温度及

び耐冷温度  

(5) 使用用途又

は※使用上の注

意  

(6) 寸法  

(1) 耐熱温度及び耐冷温度は、次に掲げ

る例に準じて表示すること。  

      

  耐熱温度○○度、耐冷温度○○度    

      

(2) 使用用途又は使用上の注意は、次に

掲げる例に準じて表示すること。  

      

  電子レンジに使用できます。  

油性の強い食品を直接包んで電子レ

ンジに入れないでください（使用上の

注意の場合）。  

  

      

(3) 寸法は、次に掲げる例に準じて表示

すること。  

      

  幅○○センチメートル、長さ○○メ

ートル  

  

      

(4) ラベル又は印刷で包装の見やすい箇

所に表示すること。  
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ポリ袋（ポリオレ

フィン系又はポリ

塩化ビニル系のフ

ィルムを製袋した

ものであって、家

庭用のものをい

う。）  

使用用途  (1) 使用用途は、次に掲げる例に準じて

表示すること。  

      

  食品包装に使用できます。    

      

(2) ラベル又は印刷で包装の見やすい箇

所に表示すること。  

プレミックス類

（小麦粉に糖類、

油脂、粉乳、卵粉、

膨張剤、食塩、香

料等の全部又は一

部を混合して製造

したホットケーキ

ミックス、天ぷら

粉その他これらに

類する調製粉であ

って、容器に入れ、

又は包装したもの

をいう。）  

使用上の注意  (1) 使用上の注意は、開封後の取扱方法、

調理方法等を表示すること。  

(2) 容器又は包装の見やすい箇所に表示

すること。  

つくだ煮類（しょ

うゆ、砂糖その他

の調味料を加えて

煮しめた水産品、

農産畜産品その他

の類似品（でんぶ

及びそぼろ煮を含

む。）であって、

使用上の注意  (1) 使用上の注意は、開封後の取扱方法

等を表示すること。  

(2) 容器又は包装の見やすい箇所に表示

すること。  
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容器に入れ、又は

包装したものをい

う。）及び煮豆（大

豆、金時豆、うず

ら豆その他の豆を

主原料として砂糖

その他の調味料を

加えて煮しめたも

のであって、容器

に入れ、又は包装

したものをいう。） 

調理冷凍食品（製

造し、若しくは調

理し、又は加工し

た食品を凍結した

もの（調理冷凍食

品品質表示基準

（平成 12年農林水

産省告示第 1676

号）第２条の表に

規定する冷凍魚フ

ライ、冷凍えびフ

ライ、冷凍いかフ

ライ、冷凍かきフ

ライ、冷凍コロッ

ケ、冷凍カツレツ、

冷凍しゅうまい、

冷凍ぎょうざ、冷

(1) 原材料の配

合割合  

(2) 使用方法  

(1) 原材料の配合割合は、商品名に原材

料の一部の名称が付けられた製品にあ

っては、当該原材料の配合時の標準配合

比をパーセントで明記して表示するこ

と。ただし、内容量を数量で表示する製

品にあっては、その表示を省略すること

ができる。  

(2) 使用方法は、解凍方法、調理方法等

を表示すること。  

(3) 容器又は包装の見やすい箇所に表示

すること。  
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凍春巻、冷凍ハン

バーグステーキ、

冷凍ミートボー

ル、冷凍フィッシ

ュハンバーグ、冷

凍フィッシュボー

ル、冷凍米飯類及

び冷凍めん類を除

く。）であって、

容器に入れ、又は

包装したものをい

う。）  

焼肉のたれ類（し

ょうゆ、みそ、果

実、野菜類等を主

原料に糖類、香辛

料、調味料、アル

コール、油脂、ご

ま、食酢、食塩等

を加えて調製した

もので、肉の漬け

込み、素焼き、フ

ライパン焼き、鉄

板焼き等主に肉の

調味料として利用

されるものであっ

て、容器に入れ、

又は包装したもの

使用上の注意  (1) 使用上の注意は、開封後なるべく早

く使用する必要がある旨等を表示する

こと。  

(2) 容器又は包装の見やすい箇所に表示

すること。  
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をいう。）  

カット野菜及びカ

ットフルーツ（１

種類又は数種類の

野菜又は果実を小

さく切り、その他

食べやすく調製又

は加工を行ったも

のであって、容器

に入れ、若しくは

包装し、又は適宜

の選択により容器

に入れ、若しくは

包装するものをい

う。）  

調製月日又は加工

月日  

(1) 調製月日又は加工月日は、消費者が

購入する商品として調製又は加工を完

了した月日をいい、次のいずれかに掲げ

る例に準じて表示すること。  

      

  調製月日（加工月日）○月○日    

      

  ○．○調製（加工）    

      

(2) 容器又は包装の見やすい箇所に表示

すること  

医薬部外品（医薬

品、医療機器等の

品質、有効性及び

安全性の確保等に

関する法律（昭和

35年法律第 145号）

第２条第２項に規

定する医薬部外品

（同項第１号イ又

は第２号に掲げる

ことが目的とされ

ているもの及び医

薬品、医療機器等

(1) ※異常が生

じたときの注意  

(2) ※身体への

危害を防止する

ための正しい使

い方  

(1) 異常が生じたときの注意は、次に掲

げる例に準じて表示すること。  

      

  異常が生じたときは  

○○○○などの異常が生じたとき

は、直ちに使用を中止し、医師の診療

を受けてください。  

  

      

(2) ラベル又は印刷で直接の容器又は直

接の被包に表示すること。ただし、容器

又は被包の表面積が小さいため印刷等

が困難であるときは、市長の指示する方

法で表示すること。  
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の品質、有効性及

び安全性の確保等

に関する法律第２

条第２項第３号の

規定に基づき厚生

労働大臣が指定す

る医薬部外品（平

成 21年厚生労働省

告示第 25号）第３

号に規定するもの

を除く。）をいう。） 

化粧品（医薬品、

医療機器等の品

質、有効性及び安

全性の確保等に関

する法律第２条第

３項に規定する化

粧品をいう。以下

同じ。）  

(1) 子供用化粧

品以外の化粧品

にあっては、※

異常が生じたと

きの注意  

(2) 子供用化粧

品にあっては、

※使用上の注意  

(1) 異常が生じたときの注意は、次に掲

げる例に準じて表示すること。  

      

  異常が生じたときは  

○○○○などの異常が生じたとき

は、直ちに使用を中止し、医師の診療

を受けてください。  

  

      

(2) 使用上の注意は、次に掲げる例に準

じて表示すること。  

      

  勝手に使わせないように  

この化粧品は、おもちゃではありま

せん。必ず保護者の監視のもとで使用

させてください。  

  

      

(3) ラベル又は印刷で直接の容器又は直
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接の被包に表示すること。ただし、容器

又は被包の表面積が小さいため印刷等

が困難であるときは、市長の指示する方

法で表示すること。  

歯磨き（医薬品、

医療機器等の品

質、有効性及び安

全性の確保等に関

する法律第２条第

２項に規定する医

薬部外品に該当す

る歯磨き（以下「医

薬部外品歯磨き」

という。）及び化

粧品に該当する歯

磨き（以下「化粧

品歯磨き」とい

う。）であって、

内容量が 50グラム

以上（液体のもの

にあっては、 50ミ

リリットル以上）

のもの（旅行に持

って行く用途等に

供するために同一

成分の通常の商品

よりも内容量を少

なくしているもの

＊成分の用途  (1) 医薬部外品歯磨き（化粧品に準じて

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律第 61条第

４号に規定する成分の名称を表示した

歯磨き（以下「全成分表示歯磨き」とい

う。）を除く。）にあっては、次により

表示すること。  

ア  成分の用途は、研磨剤、発泡剤、着

色剤、香料その他の薬剤の名称を用い

て表示すること。  

イ  アの薬剤の名称の配列は、それぞれ

の薬剤に含まれている成分の量の多い

順とすること。この場合において、複

数の用途を有する成分があるときは、

その成分は、その主要な用途となって

いる薬剤に含まれているものとするこ

と。  

ウ  アの薬剤の名称に併記して、各薬剤

に係る成分（当該薬剤として利用する

ことを主要な用途としているものに限

る。）の名称を表示すること。この場

合において、同じ薬剤に係る成分が複

数の種類あるときは、量の多いものか

ら順に表示すること。  
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（同一成分の通常

の商品について、

この規則の規定に

基づく表示がなさ

れているものに限

る。）を除く。）

をいう。）  

(2) 化粧品歯磨き及び全成分表示歯磨き

にあっては、成分の用途は、医薬品、医

療機器等の品質、有効性及び安全性の確

保等に関する法律第 61条第４号の規定

により記載された成分の名称（全成分表

示歯磨きにあっては、化粧品に準じて表

示した成分の名称）に併記して、研磨剤、

発泡剤、着色剤、香料その他の薬剤の名

称を用いて表示すること。ただし、水そ

の他の用途を特定するのが困難な成分

にあっては、成分の用途に係る表示を省

略することができる。  

(3) ラベル又は印刷で包装の見やすい箇

所に表示すること。  

備考  

１  表示は、※印を付した事項の見出しについては日本産業規格 Z8305に規定

する９ポイント以上、＊印を付した事項の見出しについては日本産業規格

Z8305に規定する６ポイント以上、その他については日本産業規格 Z8305に規

定する８ポイント以上の大きさの文字及び数字とすること。  

２  見出しは、簡潔な表現とすること。  

３  ※印を付した事項の表示に用いる文字及び数字の種類は、ゴシック体と

すること。  

４  表示に用いる文字及び数字の色は、背景の色と対照的なものとすること。 

別表第３（第７条関係）  

事業者  役務  適正に表示しなければならな

い必要な事項  

表示の方法その他表示に際して

事業者が遵守すべき事項  

保険業

法第２

生命保

険契約

(1) 保険契約の申込みの撤

回又は解除（以下「申込み

(1) 表示は、消費者から保険契

約の申込みを受ける前に当該
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条第３

項に規

定する

生命保

険会社  

に係る

役務  

の撤回等」という。）に関

する次に掲げる事項  

ア  申込みの撤回等を行う

ことができる旨（申込み

の撤回等を行うことがで

きない場合は、その旨）  

イ  申込みの撤回等の方法  

ウ  申込みの撤回等を行う

ことができる期間  

(2) 告知義務（保険契約の締

結に際して保険契約者又は

被保険者が被保険者に関す

る一定の事実の申出（以下

この項において「告知」と

いう。）を行わなければな

らないことをいう。以下同

じ。）に関する次に掲げる

事項  

ア  告知に係る書類は、保

険契約者又は被保険者自

身が記入すべき旨  

イ  告知義務の違反に係る

効果  

ウ  ア又はイに掲げるもの

のほか、告知義務に関す

る事項  

(3) 保険会社の責任開始期  

(4) 保険料払込みの方法  

適正に表示しなければならな

い必要な事項を表示した書面

（以下「契約のしおり」とい

う。）を消費者に提示し、その

内容を説明することにより行

うこと。  

(2) 表示を保険業法第２条第 17

項に規定する生命保険募集人

（以下「募集人」という。）に

行わせるときは、当該募集人

に、当該保険契約の契約手続に

ついての当該募集人の権限の

範囲を併せて説明させること。  

(3) 契約のしおりにおいて、表

示しなければならない事項の

記載は、日本産業規格 Z8305に

規定する８ポイント以上の大

きさの文字又は数字を用いる

ものとし、その色は背景の色と

対照的なものとすること。  

(4) 消費者から保険契約の申込

みを受ける際、当該保険契約に

係る保険約款及び契約のしお

りを消費者に交付し、かつ、第

１号の表示を行ったことを消

費者に示すため、その旨を記載

した書面を消費者に交付する

等適切な措置をとること。  
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(5) 保険料払込みの猶予期

間及び保険契約の失効に関

する事項  

(6) 保険契約の復活に関す

る事項  

(7) 保険会社の保険金支払

の免責事由  

(8) 解約返戻金（保険契約者

が保険契約を解約した場合

に、保険会社が保険契約者

に支払う金額をいう。）に

関する事項  

(5) 消費者に対し、保険業法第

309条第２項前段の規定による

提供を行ったときは、電子情報

処理組織を使用する方法その

他の情報通信の技術を利用す

る方法により、前各号（第３号

を除く。）の規定による措置を

行うことができる。  

信販会

社、中小

小売商

団体そ

の他の

消費者

に信用

を供与

する事

業者（以

下「信販

会社等」

とい

う。）  

クレジ

ット契

約に係

る役務  

(1) 信販会社等の氏名又は

名称並びに住所及び電話番

号  

(2) クレジット契約の対象

となる商品又は役務に関す

る次に掲げる事項  

ア  商品の名称又は役務の

内容  

イ  商品の販売業者又は役

務の提供業者（以下「販

売業者等」という。）の

氏名又は名称並びに住所

及び電話番号  

ウ  商品の引渡時期又は役

務の提供時期  

エ  商品の引渡し又は役務

(1) 表示は、消費者からクレジ

ット契約の申込みを受ける前

に当該表示しなければならな

い事項を表示した書面（以下

「クレジット契約の内容を明

らかにした書面」という。）を

消費者に提示し、その内容を説

明することにより行うこと。  

(2) クレジット契約の内容を明

らかにした書面において、表示

しなければならない事項の記

載は、日本産業規格 Z8305に規

定する８ポイント以上の大き

さの文字又は数字を用いるも

のとし、その色は背景の色と対

照的なものとすること。  

-48-



の提供と同時にその代金

の全額を支払う場合の価

格  

(3) 消費者が信販会社等に

分割して支払わなければな

らない金銭の総額並びにそ

の支払の期間及び回数  

(4) 消費者が信販会社等に

支払わなければならない手

数料の料率（割賦販売法施

行規則（昭和 36年通商産業

省令第 95号）第 13条の２第

２項に規定する方法の例に

より算定した実質年率をい

う。）  

(5) 消費者、販売業者等及び

信販会社等の間に生ずる契

約関係（以下「多面的契約

関係」という。）並びにそ

の仕組みに関する事項  

(6) 商品又は役務の欠陥等

を理由とする消費者の信販

会社等に対する金銭の支払

の拒否（以下「欠陥等によ

る支払拒否」という。）に

関する次に掲げる事項  

ア  欠陥等による支払拒否

を行うことができる場合

(3) 多面的契約関係及びその仕

組みに関する事項については、

消費者が理解しやすいように

次の例のように図を用いて表

示すること。  

ア  多面的契約関係  

      

  （例）  

 

  

      

イ  仕組み  

      

  （例）  

 

①  商品購入の申込み  

②  信用調査依頼  

③  信用調査  

④  承認通知  

⑤  商品引渡し  

⑥  商品代金一括払  

⑦  商品代金に手数料を加算

した額の分割払  

  

      

(4) 欠陥等による支払拒否に関
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がある旨並びにその理由

及び具体例（欠陥等によ

る支払拒否を行うことが

できない場合は、その旨） 

イ  欠陥等による支払拒否

を行う場合の方法  

(7) 消費者と販売業者等と

の間の商品の販売又は役務

の提供に係る契約（以下「売

買契約等」という。）が無

効である場合又はクレジッ

ト契約成立後に解除された

場合における消費者の信販

会社等に対する金銭の支払

に関する次に掲げる事項  

ア  支払の要否  

イ  既に支払のあった金銭

の返還の有無  

する事項については、消費者の

注意を引くように朱書きその

他の方法により表示すること。  

(5) 欠陥等による支払拒否を行

う場合の方法において、その理

由となる商品又は役務の欠陥

等の状況を説明した書面（以下

この表において「説明書面」と

いう。）を信販会社等に提出し

なければならないとされてい

る場合にあっては、説明書面の

用紙をクレジット契約の内容

を明らかにした書面に添付す

ること。ただし、クレジット契

約の内容を明らかにした書面

に、消費者の請求により説明書

面の用紙を遅滞なく交付する

旨及びその請求先の表示があ

る場合は、この限りでない。  

(6) クレジット契約の内容を明

らかにした書面において、売買

契約等に関する事項を表示す

る場合には、見出しをつける等

の方法により、クレジット契約

に関する事項と混同が生じな

いようにすること。  

(7) 消費者からクレジット契約

の申込みを受ける際には、クレ
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ジット契約の内容を明らかに

した書面を消費者に交付する

こと。  

(8) 消費者に対し、割賦販売法

（昭和 36年法律第 159号）第４

条の２第１項前段の規定によ

る提供を行った場合は、電子情

報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用

する方法により、前各号（第２

号を除く。）の規定による措置

を行うことができる。  

消費者

に衣装

の賃貸

をする

事業者  

衣装の

賃貸借

契約に

係る役

務  

解約料（消費者が賃貸借契約

を解除した場合に、消費者が

賃貸業者に支払う金額をい

う。）に関する事項  

(1) 表示は、消費者から賃貸借

契約の申込みを受ける前に当

該表示しなければならない事

項を表示した書面を消費者に

提示し、又は当該表示しなけれ

ばならない事項を店頭その他

の見やすい箇所に表示するこ

とにより行うこと。  

(2) 表示は、書面に表示する場

合については日本産業規格

Z8305に規定する８ポイント以

上、店頭その他の見やすい箇所

に表示する場合については日

本産業規格 Z8305に規定する 42

ポイント以上の大きさの文字

又は数字を用いるものとし、そ
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の色は、背景の色と対照的なも

のとすること。  

消費者

に音楽

又は映

像が記

録され

ている

音楽・映

像用メ

ディア

（以下

単に「音

楽・映像

用メデ

ィア」と

いう。）

の賃貸

をする

事業者  

音楽・

映像用

メディ

アの賃

貸借契

約に係

る役務  

(1) 損害賠償額（賃借した音

楽・映像用メディアを消費

者が紛失し、又は損傷した

場合に、消費者が賃貸業者

に支払う金額をいう。）に

関する事項  

(2) 延滞料（賃借した音楽・

映像用メディアの返却が遅

延した場合に、消費者が賃

貸業者に支払う金額をい

う。）に関する事項  

(1) 表示は、消費者から賃貸借

契約の申込みを受ける前に当

該表示しなければならない事

項を表示した書面を消費者に

提示し、又は当該表示しなけれ

ばならない事項を店頭その他

の見やすい箇所に表示するこ

とにより行うこと。  

(2) 表示は、書面に表示する場

合については日本産業規格

Z8305に規定する８ポイント以

上、店頭その他の見やすい箇所

に表示する場合については日

本産業規格 Z8305に規定する 42

ポイント以上の大きさの文字

又は数字を用いるものとし、そ

の色は、背景の色と対照的なも

のとすること。  

備考  この表において「クレジット契約」とは、消費者が販売業者等から商品

を購入し、又は役務の提供を受ける場合において、販売業者等のあっせん又

は代理により、信販会社等が、消費者との間で、代金の立替払、代金債権の

買取り、代金に充てるための消費者への金銭の貸付けその他の方法により、

消費者の販売業者等に対する代金債務を消滅させ、後に消費者から分割して

代金に相当する額又は貸し付けた金額等に手数料を加えた額の金銭の支払を

受けることを約する契約をいう。ただし、割賦販売法第２条第２項に規定す

るローン提携販売に係る金銭消費貸借契約並びに同条第３項第１号及び第３
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号に規定する割賦購入あっせんに係る契約に該当するものを除く。  

別表第４（第８条関係）  

事業者  適正に表示しなければな

らない必要な事項  

表示の方法その他表示に際して事業者

が遵守すべき事項  

学習教材と役

務（家庭教師

の派遣、教室

の運営等をい

う。）を併せ

たもの（以下

「役務付き学

習教材」とい

う。）を提供

する事業者  

(1) 教材に関する次に

掲げる事項  

ア  教材の名称又は内

容  

イ  当該教材の対象と

する学年、科目及び分

野  

ウ  当該教材の種類及

び数量  

エ  販売事業者の氏名

又は名称、住所及び電

話番号  

(2) 役務に関する次に

掲げる事項  

ア  役務の内容  

イ  講義を行う場合に

あっては、当該講義を

行う場所及び生徒数  

ウ  役務を提供する頻

度及び回数  

エ  役務を提供する事

業者の氏名又は名称、

住所及び電話番号  

(1) 表示は、消費者から役務付き学習

教材に関する契約の申込みを受ける

前に当該表示しなければならない事

項を表示した書面を消費者に提示し、

その内容を説明することにより行う

こと。  

(2) 表示は、日本産業規格 Z8305に規定

する８ポイント以上の大きさの文字

又は数字を用いるものとし、その色

は、背景の色と対照的なものとするこ

と。  

(3) 教材の種類については、次に掲げ

る例に準じて表示すること。  

      

  書籍  カセットテープ  CD（コン

パクトディスク）  ビデオテープ  

DVD 

  

      

(4) 生徒数に関する事項については、

１クラス当たりの生徒の概数又は予

定数を表示すること。  

(5) 頻度及び回数は、役務を提供する

頻度とその提供する合計回数が明ら

かになるよう、次に掲げる例に準じて
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表示すること。  

      

  週○回  年間合計○○回    

      

(6) 消費者から役務付き学習教材に関

する契約の申込みを受ける際、当該契

約の内容を明らかにした書面を消費

者に交付する等適切な措置をとるこ

と。  

別表第５（第９条関係）  

商品  基準量  

食用油  10グラム又は 100グラム  

マーガリン類  10グラム又は 100グラム  

小麦粉  100グラム  

砂糖  100グラム  

精肉  100グラム  

はちみつ  10グラム又は 100グラム  

さけ  100グラム  

まぐろ  100グラム  

トマトケチャップ  10グラム又は 100グラム  

干ししいたけ  10グラム又は 100グラム  

ジャム  10グラム又は 100グラム  

緑茶  10グラム又は 100グラム  

紅茶  10グラム又は 100グラム  

インスタントコーヒー  10グラム又は 100グラム  

ココア  10グラム又は 100グラム  

純カレー及び即席カレー（調理済みのも

のを除く。）  

10グラム又は 100グラム  
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マカロニ  100グラム  

スパゲッティ  100グラム  

パン粉  100グラム  

ハム  100グラム  

ソーセージ  100グラム  

ベーコン  100グラム  

粉ミルク  100グラム  

インスタントクリーミングパウダー  10グラム又は 100グラム  

ヨーグルト  100グラム  

バター  10グラム又は 100グラム  

チーズ  10グラム又は 100グラム  

煮干し  10グラム又は 100グラム  

削り節  10グラム又は 100グラム  

干しわかめ  10グラム又は 100グラム  

食塩  10グラム又は 100グラム  

みそ  100グラム  

ソース  10ミリリットル、 100ミリリットル、 10

グラム又は 100グラム  

ドレッシング類  10ミリリットル又は 100ミリリットル

（サラダドレッシング及び半固形状ド

レッシングにあっては、 10グラム又は

100グラム）  

マヨネーズ  10グラム又は 100グラム  

うま味調味料  10グラム又は 100グラム  

トイレットペーパー  10メートル  

紙おむつ  １枚  

シャンプー  10ミリリットル、 100ミリリットル、 10

立方センチメートル、 100立方センチメ
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ートル、 10グラム又は 100グラム  

ヘアリンス  10ミリリットル、 100ミリリットル、 10

立方センチメートル又は 100立方センチ

メートル  

歯みがき類  10グラム又は 100グラム  

衣料用の合成洗剤及び粉石けん  10グラム又は 100グラム  

食器等の洗浄に用いられる台所用洗剤  10ミリリットル、 100ミリリットル、 10

立方センチメートル、 100立方センチメ

ートル、 10グラム又は 100グラム  

別表第６（第 10条関係）  

事業者  役務  

理容師法（昭和 22

年法律第 234号）第

１条第３項に規定

する理容所の開設

者  

(1) 総合調髪（カット（頭髪の刈込をいう。以下この表に

おいて同じ。）、シェービング（顔そりをいう。以下同じ。）、

シャンプー（洗髪をいう。以下同じ。）、セット（調髪の

仕上げをいう。以下この表において同じ。）の各施術を組

み合わせて行うことをいう。）  

(2) 子供調髪  

(3) シェービング  

美容師法（昭和 32

年法律第 163号）第

２条第３項に規定

する美容所の開設

者  

(1) パーマネントウェーブ  

(2) シャンプー  

(3) カット  

(4) セット又はブロー  

(5) ヘア・ダイ  

(6) ヘア・マニキュア  

(7) ヘア・トリートメント  

クリーニング業法

第２条第２項に規

定する営業者  

次に掲げる物のクリーニング  

(1) 背広上下  

(2) 背広上衣  
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(3) ズボン類（ズボン、スラックス、パンツその他これら

に類するもののうち、当該店舗において取り扱う代表的な

物をいう。）  

(4) コート類（トレンチコート、レインコートその他これ

らに類するもののうち、当該店舗において取り扱う代表的

な物をいう。）  

(5) ジャンパー・ジャケット類（ジャンパー、ジャケット、

ブレザーその他これらに類するものうち、当該店舗におい

て取り扱う代表的な物をいう。）  

(6) ワンピース  

(7) 婦人上衣  

(8) スカート  

(9) 学生服上下  

(10) 学生服上衣  

(11) セーター  

(12) カーディガン  

(13) ドレスシャツ  

(14) ワイシャツ  

(15) ブラウス  

(16) ふとんカバー  

(17) シングルのシーツ  

(18) シングルの毛布  

(19) ウール着物  

(20) ネクタイ  

別表第７（第 11条関係）  

(1) ミシン  

(2) パーソナルコンピュータ  

(3) 電話機（ファクシミリ機能を有するものを含む。）  

(4) 携帯電話端末の本体及びその充電器（アダプターを含む。）  
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(5) エアコンディショナー  

(6) テレビジョン受信機  

(7) ビデオテープレコーダー（磁気テープを用いた映像記録の再生装置をい

う。）  

(8) ディスクプレーヤー又はディスクレコーダー（光ディスクその他のディス

クの媒体を用いた音声の録音若しくは再生又は映像の記録若しくは再生の装

置をいう。）  

(9) カメラ一体型ビデオ（レンズと撮像素子を備え、撮像された動画像を磁気

テープその他の媒体に記録する装置をいう。）  

(10) テープレコーダー（実用最大出力５ワット以下ものに限り、テープデッ

キを除く。）  

(11) ステレオ（定格出力が 70ワット以下のものに限る。）  

(12) 電気アイロン（定格電圧が 100ボルトで定格消費電力が 100ワット以上２

キロワット以下のものに限る。）  

(13) 電気ストーブ（定格電圧が 100ボルトで定格消費電力が２キロワット以下

のものに限り、パネルヒーターを除く。）  

(14) 電気こたつ（定格電圧が 100ボルトで定格消費電力が１キロワット以下の

ものに限り、あんかを除く。）  

(15) 電気毛布又は電気敷布（定格電圧が 100ボルトのものに限る。）  

(16) 電気自動炊飯器（ジャー式自動炊飯器を含み、最大炊飯容量が４リット

ル以下のものに限る。）  

(17) 電子ジャー（有効保温米容量が４リットル以下のものに限る。）  

(18) 電子レンジ  

(19) 電気トースター（オーブントースターを含み、定格電圧が 100ボルトで定

格消費電力が２キロワット以下のものに限る。）  

(20) 電気オーブン（定格電圧が 100ボルトで定格消費電力が２キロワット以下

のものに限る。）  

(21) 電気冷蔵庫又は電気冷凍庫（冷凍室又は冷蔵室を備えているものに限

る。）  
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(22) 扇風機（羽根の直径が 20センチメートル以上 50センチメートル以下のも

のに限り、天井扇風機を除く。）  

(23) 電気洗濯機（乾燥機能付きのものを含む。）  

(24) 電気掃除機（定格消費電力 100ワット以上 700ワット以下のものに限る。） 

(25) 時計（腕時計、掛時計、置時計及び懐中時計に限る。）  

(26) 写真機（使用フィルムが 35ミリメートル以下のものに限る。）  

(27) デジタルスチルカメラ（レンズと撮像素子を備え、撮像された静止画像

データをメモリーカードその他の媒体に記録する装置をいう。）  

(28) ガスストーブ（都市ガス消費量が１時間当たり 18.61キロワット以下又は

液化石油ガス消費量が１時間当たり 1.3キログラム以下のものに限る。）  

(29) 石油ストーブ（灯油消費量が１時間当たり 0.6キログラム以下のものに限

り、強制給排気式、ポット式ストーブ及び温風機を除く。）  

(30) ガスこんろ（都市ガス消費量が１時間当たり 10.47キロワット以下又は液

化石油ガス消費量が１時間当たり 0.7キログラム以下のものに限り、１口こん

ろを除く。）  

(31) ガスオーブン（都市ガス消費量が１時間当たり 4.19キロワット以下又は

液化石油ガス消費量が１時間当たり 0.3キログラム以下のものに限る。）  

(32) ガス自動炊飯器（最大炊飯容量が４リットル以下のものに限る。）  

(33) ガスグリル付きこんろ（都市ガス消費量が１時間当たり 10.47キロワット

以下又は液化石油ガス消費量が１時間当たり 0.7キログラム以下のものに限

る。）  

(34) ガスレンジ（都市ガス消費量が１時間当たり 11.63キロワット以下又は液

化石油ガス消費量が１時間当たり 0.8キログラム以下のものに限る。）  

(35) ガス瞬間湯沸器（都市ガス消費量が１時間当たり 69.77キロワット以下又

は液化石油ガス消費量が１時間当たり５キログラム以下のものに限る。）  

別表第８（第 11条関係）  

(1) 品名及び型名（型名のない商品にあっては、品名）  

(2) 商品の販売者の氏名又は名称、住所及び電話番号  

(3) 商品の保証者の氏名又は名称、住所及び電話番号  
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(4) 無料保証期間の始期及び終期（保証の対象部分により無料保証期間が異な

る場合は、その対象ごとの始期及び終期）  

(5) 無料保証の対象が当該商品のすべての部分か特定の部分かの区別  

(6) 無料保証の態様の修理、取替え、払戻し等の区別（保証期間内に、消費者

から例外的にその費用を徴収する場合は、その条件及び内容）  

(7) 無料保証を受けるために一定の条件（保証書を提示すること、転居、贈答

等の場合において手続を要することその他の条件をいう。）を必要とする場

合は、当該条件  

(8) 無料保証の適用除外となる場合  

(9) 保証書の発行により、購入者の法律上の権利が制限されることがないこと。 

(10) 修補部品の保有期間  

(11) 保証を求める場合の申出先（保証書以外に当該申出先を記載する場合は、

その旨）  

別表第９（第 14条関係）  

(1) 商品の販売若しくは役務の提供又は訪問購入の意図をあらかじめ明らか

にすることなく、若しくは商品の販売若しくは役務の提供又は訪問購入以外

のことが主要な目的であるかのように告げて、又はそのような広告その他こ

れに類する手段を用いて、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(2) 商品の販売若しくは役務の提供又は訪問購入に際し、消費者が契約締結の

判断に影響を及ぼすこととなる重要な事項について、事実と異なること又は

誤信させるような事実を告げ、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる

こと。  

(3) 商品の販売若しくは役務の提供又は訪問購入に際し、将来における変動が

不確実な事項について断定的判断を提供して、契約の締結を勧誘し、又は契

約を締結させること。  

(4) 商品の販売若しくは役務の提供又は訪問購入に際し、消費者が契約締結の

判断に影響を及ぼすこととなる重要な事項について、消費者の不利益となる

事実を故意に告げないで、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(5) 商品若しくは役務又は訪問購入に関する品質、安全性、内容、取引条件、
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取引の仕組みその他の事業者が保有し、又は保有すべき重要な情報を提供し

ないで、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(6) 商品又は役務について、その品質、安全性、内容若しくは取引条件が実際

のものよりも著しく優良若しくは有利であり、又は同種の商品若しくは役務

と比較して著しく優良若しくは有利であると消費者に誤信させる言動（文書、

電子メールその他の手段による表示の行為を含む。以下同じ。）を用いて、

契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(7) 商品の販売又は役務の提供を行う目的で、他の事業者又はその商品若しく

は役務に関し、事実と異なることを告げて、契約の締結を勧誘し、又は契約

を締結させること。  

(8) 他人の商号若しくは商標若しくはこれらに類似する商号若しくは商標を

使用すること又は他人の商品の形態を模倣することにより、商品又は役務に

関する信用度を誤信させ、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(9) 官公署、公共的団体若しくは著名な法人の業務に従事する者と誤信させる

言動を用いて、又は官公署、公共的団体、著名な法人若しくは著名な個人の

許可、認可、後援その他これらに類するものを得ていると誤信させる言動を

用いて、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(10) 商品又は役務が、法令、条例、規則その他これらに類するものにより購

入、設置又は利用を義務づけられたものであると誤信させる言動を用いて、

契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(11) 商品の販売若しくは役務の提供又は訪問購入に際して、事業者の住所、

氏名若しくは名称若しくは連絡先の表示を行わず、又はこれらに関する虚偽

の表示を行って、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(12) 契約を締結する意思を持たないことを明らかにしている消費者に対して、

威圧的な言動を用いて、長時間にわたり、又は反復して、迷惑となる行為を

行い、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

（ 12の２）  訪問販売、電話勧誘販売又は訪問購入に係る契約を締結する意思

を持たないことを明らかにしている消費者に対して、契約の締結を勧誘し、

又は契約を締結させること。  
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（ 12の３）  訪問購入に係る契約の締結についての勧誘を要請していない消費

者に対し、営業所等（特定商取引に関する法律（昭和 51年法律第 57号）に定

める営業所等をいう。）以外の場所において、当該契約の締結について勧誘

すること（勧誘を受ける意思の有無を確認することを含む。）。  

（ 12の４）  訪問購入をしようとするときは、その勧誘に先立って、その相手

方に対し、勧誘を受ける意思があることを確認することをしないで、契約の

締結を勧誘すること。  

(13) 路上その他の場所において消費者を呼び止め、消費者の意に反して、し

つように説得し、又は威圧的な言動を用いて、その場で、又は営業所若しく

はその他の場所へ誘引して、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させるこ

と。  

(14) 消費者の意に反して、早朝若しくは夜遅くに、又は消費者が正常な判断

をすることが困難な状態のときに、電話をし、電気通信手段を用いた文書の

送信をし、又は訪問することにより、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結

させること。  

(15) 商品の販売又は役務の提供に関する広告宣伝を目的として、反復して電

話をし、又は消費者から送信拒否の意思表示を受けた後に、若しくは消費者

に対し送信拒否の意思表示を行う機会を与えずに、電気通信手段を用いて反

復して文書を送信することによって、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結

させること。  

（ 15の２）  商品の販売又は役務の提供に関する広告宣伝を目的として、消費

者からの請求を受けず、かつ、消費者の承諾なく、電子メールを送信して、

契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(16) 商品の販売又は役務の提供を行う目的で、消費者又はその親族若しくは

知人の生命、身体、財産、健康又は運命に関し、心理的に不安な状態に陥ら

せる言動を用いて、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(17) 商品の販売又は役務の提供を行う目的で、無料検査、親切行為その他の

無償又は著しい廉価の商品の販売又は役務の提供を行い、これによる消費者

の心理的負担を不当に利用して、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させ
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ること。  

(18) 主たる販売目的の商品又は提供目的の役務以外の商品又は役務を意図的

に無償又は著しい廉価で提供することにより、消費者を正常な判断ができな

い状態に陥らせて、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(19) 消費者からの要請がないにもかかわらず、商品の購入又は役務の利用を

行うための資金について、金融業を営む事業者（以下「金融機関等」という。）

からの借入れその他の信用の供与を受けることを勧め、又は消費者に金銭を

調達させて、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(20) 申込書又は契約書（以下「契約書等」という。）に年齢、職業、収入そ

の他の契約の締結に関する重要な事項を偽って記入するよう消費者をそその

かして、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(21) 威圧的な言動を用いて、長時間にわたり、又は反復して、消費者に対し

名義の貸与を求め、これを使用して、その意に反する債務を負担させる契約

書等を作成して、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(22) 商品の販売又は役務の提供に関し、当該消費者が従前にかかわった取引

に関する当該消費者の情報又は取引に関する情報を利用して、消費者を心理

的に不安な状態に陥らせ、過去の不利益が回復できるかのように告げ、又は

害悪を受けることを予防し、若しくは現在被っている不利益が拡大すること

を防止するかのように告げて、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる

こと。  

(23) 未成年者、高齢者その他判断能力が不十分な者の判断力の不足に乗じて、

契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させること。  

(24) 消費者の知識、経験又は財産の状況に照らし、取引についての適合性を

欠くと認められる商品の販売又は役務の提供を行う目的で、契約の締結を勧

誘し、又は契約を締結させること。  

(25) 契約に係る損害賠償額の予定、違約金又は契約の解除に伴う清算金の定

めにおいて、消費者に不当に高額又は高率の負担を求める条項を設けた契約

を締結させること。  

(26) 消費者が、契約の申込みの撤回、契約の解除若しくは取消し、又は契約
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の無効の主張をすることができる権利を不当に制限する条項を設けた契約を

締結させること。  

(27) 事業者が消費者の利益を不当に害する契約条件の変更を一方的に行うこ

とができる条項を設けた契約を締結させること。  

(28) 消費者にとって不当に過大な量の商品の販売若しくは役務の提供、又は

不当に長期にわたる商品の販売若しくは役務の提供を契約の内容又は条件と

する契約を締結させること。  

(29) 消費者に不当に不利な管轄裁判所を定める条項を設けた契約を締結させ

ること。  

(30) 事業者の免責に関して、消費者に著しく不当な不利益をもたらすことを

内容とする条項を設けた契約を締結させること。  

(31) 商品の購入又は役務の利用を行う際の資格を証するクレジットカード、

会員証又は暗証の番号若しくは記号が第三者によって不正に使用された場合

に、消費者に不当に責任を負担させる条項を設けた契約を締結させること。  

(32) 消費者等（消費者、その保証人等法律上支払義務のある者をいう。以下

同じ。）を欺き、威迫し、若しくは困惑させ、又は早朝若しくは深夜に、若

しくは消費者等が正常な判断をすることが困難な状態に乗じて、消費者等に

債務の履行を迫り、又は債務の履行をさせること。  

(33) 消費者等を欺き、威迫し、困惑させ、その他これに類する不当な手段を

用いて、預金又は貯金の払戻し、有価証券その他の資産の売却、保険契約の

解約、金融機関等からの借入れその他の手段により、商品の購入又は役務の

利用のための資金を調達させ、債務の履行をさせること。  

(34) 正当な理由がないにもかかわらず、消費者等に不利益となる情報を信用

情報機関若しくは消費者等の親族又は知人に通知すること、又はインターネ

ット等の情報伝達手段を用いて情報を流布すると告げることにより、消費者

等に対して心理的圧迫を与えて、債務の履行を迫り、又は債務の履行をさせ

ること。  

(35) 消費者等の親族又は知人で法律上支払義務のない者に対して、消費者等

の債務の履行に関する協力を不当に要求し、又はその協力をさせること。  
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(36) 消費者等に対し、契約の成立を一方的に主張して、債務の履行を迫り、

又は債務の履行をさせること。  

(37) 事業者の氏名若しくは名称若しくは住所又は請求の根拠となる事実を明

らかにせず、又は偽って、債務の履行を迫り、又は債務の履行をさせること。  

(38) 商品の販売又は役務の提供に関する契約に基づく債務について、不当に

履行を拒否し、若しくは遅延し、又は消費者からの履行の請求に対して適切

な対応をしないこと。  

(39) 継続的に商品又は役務を提供する契約に関して、正当な理由がなく取引

条件を一方的に変更し、又は消費者に対する債務の履行を一方的に中止する

こと。  

(40) 消費者がクーリングオフ等の権利（条例第 23条第１項第６号に規定する

クーリングオフ等の権利をいう。以下同じ。）を行使する際に、これを拒否

し、若しくは威迫し、又は術策、甘言その他これらに類する言動その他の手

段を用いて当該権利の行使を妨げ、契約の成立又は存続を主張すること。  

(41) 消費者がクーリングオフ等の権利を行使する際に、口頭による行使を認

めたにもかかわらず、書面によらないことを理由として、契約の成立又は存

続を主張すること。  

(42) 消費者がクーリングオフ等の権利を行使する際に、消費者に対して事業

者の側から商品の使用若しくは役務の利用をさせたにもかかわらず、その使

用若しくは利用を理由として、契約の成立又は存続を主張すること。  

(43) 消費者のクーリングオフ等の権利の行使その他申込みの撤回、契約の解

除若しくは取消し、又は契約の無効の主張が有効に行われたにもかかわらず、

返還義務、原状回復義務、損害賠償義務その他の義務の履行を正当な理由が

ないのに拒否し、又は遅延すること。  

(44) 消費者のクーリングオフの権利の行使に際して、手数料、送料、役務の

対価の支払いその他の法律上根拠のない請求を行うこと。  

（ 44の２）  訪問購入により消費者から物品の引渡しを受けた後、当該消費者

がクーリングオフ等による権利を行使できる期間内に、次に掲げる通知を行

うことなく、第三者に当該物品を引き渡すこと。  
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ア  当該消費者に対して行う特定商取引に関する法律第 58条の 11の規定に基

づく通知  

イ  当該第三者に対して行う特定商取引に関する法律第 58条の 11の２の規定

に基づく通知  

(45) 継続的に商品又は役務を提供する契約に関し、消費者の正当な根拠に基

づく中途解約の申出に対して、不当にこれを拒否し、解約に伴う不当な違約

金、損害賠償その他の金員を要求し、又は威圧的な言動を用いて契約の存続

を強要すること。  

(46) 提携関係にある販売業者等（商品の販売又は役務の提供を行う事業者を

いい、実質的な販売又は役務の提供行為を行う代理店を含む。以下同じ。）

の行為が前各号に掲げる行為を行っていることを知りながら、又は提携関係

にある販売業者等を適切に管理していれば、その事実を知ることができたに

もかかわらず、与信契約等（信用の供与をする契約又は保証を受託する契約

のことをいう。以下同じ。）の締結を勧誘し、又は与信契約等の締結をする

こと。  

(47) 与信契約等に関し、販売業者等に対して生じている事由をもって、消費

者が正当に商品の購入又は役務の利用に係る支払請求を拒否している場合に

おいて、消費者等に対して、債務の履行を迫り、又は債務の履行をさせるこ

と。  

(48) 与信契約等に係る債務が消費者の返済能力を超えることが明白であるに

もかかわらず、与信契約等の締結を勧誘し、又は与信契約等の締結をするこ

と。  

(49) 立替払、債務の保証その他の与信契約等に係る債務に関する重要な情報

を提供せず、又はそれらについて誤信させる言動を用いて、与信契約等の締

結を勧誘し、又は与信契約等の締結をさせること。  
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様式第１号（第 16条関係）  

様式第２号（第 17条関係）  

様式第３号（第 24条関係）  
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